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はじめに
国連CRPDパラレルレポートのための韓国のDPOとNGO連合について
国連CRPDパラレルレポートのための韓国DPOとNGO連合（以下、連合）は、韓国の最初の報告書での建設的対話の準備のために障害者団体（DPOs）と非政府組織（NGOs）による包括的なパラレルレポートが必要であるとの共通認識のもと、2013年4月に発足した。
それ以来、連合はパラレルレポートの提出という目的を達成するための活動を進め続け、レビュープロセスの間ロビー活動に参加したり、総括所見（concluding observations）を分析したり、その実施に関する議論の場を設けたりしている。
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KDNC（連合）の主な活動
· 国連CRPDのための効果的なNGO報告に関する集中ワークショップ(5月－6月 2013年)
連合は、国際社会における談話の流れを把握し、パラレルレポートの作成に関する技術能力を向上させた。
· 国際人権専門家との諮問会議（2013年7月〜8月）
連合は、他の条約機関に対する過去の対話に関する経験を共有した。

· 第10回CRPD委員会への参加（2013年10月）
連合は実際の審査プロセスの感覚を得て、委員会メンバーと信頼関係を構築し、韓国の障害者の状況に関する情報を提供した。
· CRPD委員との会合（2013年11月〜12月）
連合は、委員会の数人のメンバーと会合し、連合のパラレルレポートに含まれる主要な問題を説明した。これは後に事前質問事項（the adoption of the list of issues ：LOIs）の採択後に改訂された。
· 事前質問事項に対する韓国の最初の報告書（2014年3月）
· 第1回会期前作業部会への参加（2014年4月）
連合は、地方のNGOの意見がLOIに含まれるように、自分たちのパラレルレポートを配布し、国別報告（country briefing）に参加した。
方法
連合は、すべての人権の相互依存と分かちがたさを認めながら、報告書の作成プロセスを促進するために、以下の6つの作業部会を構成した。

· 作業部会1
第1条（目的）、第2条（定義）、第3条（一般原則）、第4条（一般的義務）、第5条（平等及び非差別）、第8条（意識向上）、第12条（法律の前における平等な承認）、第13条（司法へのアクセス）、第31条（統計及びデータ収集）、第32条（国際協力）、第33条（国内的な実施及びモニタリング）

· 作業部会2
第6条（障害のある女性）
· 作業部会3
第7条（障害のある子ども）
· 作業部会4
第9条（アクセシビリティ）、第20条（個人の移動性）、第21条（表現及び意見の自由並びに情報へのアクセス）、第22条（プライバシーの尊重）、第23条（家庭及び家族の尊重）、第24条（教育）、第25条（健康）、第27条（労働及び雇用）、第28条（適切な生活水準及び社会保護）
· 作業部会5
第10条（生命に対する権利）、第11条（危険のある状況及び人道上の緊急事態）、第14条（身体の自由及び安全）、第15条（拷問又は残虐な、非人道的若しくは品位を傷つける取り扱い若しくは刑罰からの自由）、第16条（搾取、暴力及び虐待からの自由）、第17条（個人をそのままの状態で保護すること）、第18条（移動と国籍の自由）
· 作業部会6
第19条（自立した生活及び地域社会へのインクルージョン）、第26条（ハビリテーション及びリハビリテーション）、第29条（政治的及び公的活動への参加）、第30条（文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加）
DPOと市民団体のメンバーはワーキンググループに参加し、法律専門家はパラレルレポートを作成する過程で助言を行った。
各作業部会のワークショップを通じ、条約、委員会のガイドライン、他の国のレビュー内容、韓国の締約国報告書などの文書が検討された。各作業部会のメンバーは、条約の重要な条項とレビューの流れに関する意見を共有し、締約国報告書の個別分析を提供した。
ワークショップの後、各ワーキンググループは定期的にそれぞれ会議を開き、関連するデータとケースを収集し、調査を実施した。このような根拠に基づき、報告書の方向性と内容は内部の議論を経てまとめられた。進捗状況を共有し、報告書の一貫性を確保するために、ワーキンググループの各部会長は随時会合を開いた。
報告書草案は加盟組織の代表によって再検討され、草案の内容について活発な議論が行われ、その間に追加の提案も行われた。草案は改訂され、最終報告書はすべての加盟組織の承認を得て採択された。
CRPDの影響と残された課題
CRPDは、障害者に関連する問題の視点を、慈善に基づく福祉政策から人権に基づくものへと変える際に重要な役割を果たした。また、障害関連政策の計画と実施に関わる政府と障害者権利活動家の認識を変えた。
特に、条約は障害者差別禁止及び救済等に関する法律（ARPDA）の制定に強く影響し、そのような差別禁止法の意味と必要性に関する共通の社会的理解の構築に貢献した。そしてARPDAは、特に障害者に関し、人権と差別に関する社会全体の感性を高めるという効果をもった。
しかし、韓国政府は、そのような意思を表明したにもかかわらず、CRPDへのオプション議定書を批准するための具体的な時間枠や計画を発表していない。従って、現在のところ、オプション議定書が批准される時期は未知である。加えて政府は、条約の全面的な実施のために必要な法の改正や制定をするための、国内の法と制度の全面的包括的なレビューを行っていない。 差別是正と権利救済の責任機関である韓国国家人権委員会（NHRCK）は、人事及び財政の不足からその役割を果たすには困難に直面している。
この報告書の執筆者一覧
この報告書の作成過程には、20団体の49人のスタッフが参加し、そのうち17団体から35人が直接報告書を作成した。
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要約
1.障害の定義は、障害の医療モデルに基づいており、障害のあるすべての人を含むものではない。 障害等級制度を廃止すべきである（1-4条）。
障害者福祉法は、障害者を「身体的および精神的障害により長時間社会生活にかなりの制限を受ける者」と定義し、障害者の概念は障害の医療モデルに基づいている。
障害等級は機能障害の程度から身体機能の残存能力を測定することによって割り当てられ、そうした障害等級に基づいて、障害者福祉施策から給付を受ける資格が決定される。その結果、個々の状況、障害の種類と程度、性別を考慮した、適切な施策支援が提供されない。

2. 障害者に対する法律上の差別がある (第5条)。
韓国には、公務員や役人、公的機関の職員（154条）の職位を制限または却下する障害に基づく差別的な規定（2013年2月現在4,213件）を含む法律が存在するが、この状況の分析と改善のための組織的な努力はない。
精神・社会的障害を有する人は、障害者のカテゴリーに含まれているが、適用範囲が限られているため、障害者福祉法の下では様々な政策から除外されている。
3. 障害のある女性は政策から除外され、暴力にさらされている (第6条)。
障害のある女性は、具体的に言及されている場合を除いて、障害者と女性の両方の政策において排除され、主流化されていない。障害のある女性の社会参加に不可欠な教育と労働政策は、障害と女性性の複雑な状況を考慮していない。性的および家庭内暴力への対応は、結果への事後的な政策に焦点があてられ、そのような方針では不十分である。（第6条）
4. 障害のある子どもに対する虐待や暴力は依然として存在し、インクルーシブな教育が適切に実施されていない(第7条)。
障害のある子どもに対する虐待や暴力に関する適切な調査は行われておらず、結果への事後的な政策が明確な計画もなく実施されている。インクルーシブな教育が未だに形式偏重で行われており、子どもたちは選択の余地なく特別学校に通わされ、通常学校は合理的な配慮と個別教育を提供しない。
5. 政府はアクセシビリティ改善の目標に達することができず、予算も削減されている (第9条)。
政府はアクセシビリティ向上のための利便性施設を設置するという目標を達成できず、一部の計画の予算が削減または凍結されており、政府の政策実施意向に疑問がもたれている。
6. 災害時における障害者のための包括的な計画はない(第11条)。
危険な状況での障害者の避難と救助のための包括的かつ体系的な手続きは存在しない。視覚障害や聴覚障害のある人のための警告と避難施設に関する規定が含まれる法律もあるが、一般市民のための災害法に障害関連の規定はない。さらに、障害者は避難訓練には含まれず、避難施設へのアクセスは不十分である。
7. 意思の代替決定システムである成年後見制度は廃止されるべきである(第12条)。 
2013年7月より、無能または準無能者の制度が成年後見制度に変更された。成年後見制度は障害者が残存能力を十分に発揮できるようにし、その選択し決定する権利を強化することによって障害者の権利を保証する制度として公表された。しかし、実際には、財産問題だけでなく個人的な問題に関しても、後見人が意思決定を行うことを可能にする意思の代替決定のシステムである。
8. 合理的配慮がないために司法手続きに権利違反がある (第13条)。
司法プロセスには合理的な配慮を提供することが義務付けられているが、公務員は関連法律を知らず、知識のある人でも障害の種類と程度に応じて合理的な配慮を行うことができない。その結果、障害のある人々が罪を犯したと誤って告発されたケースがあった。

9. 非自発的な入院のために精神・社会的障害を持つ人に対する重大な人権侵害がある (第14条)。
精神保健機関や療養所の患者のうち、自らの意思で入院したのはわずか24.1％である。精神保健法では、個人は本人の同意なしに施設に入所することができると規定され、むしろ介護の責任者2名、地方政府の長、医師、または警察官の同意が必要とされていて、非自発的な入院などの重大な人権侵害のもととなっている。
10. 入居施設における虐待や暴力事件が繰り返されている (第15-16条)。
障害者のための居住施設（精神保健機関、療養所など）で重大な人権侵害（搾取、暴力、虐待、孤立した閉じ込め、過度の薬物治療など）が絶えず発生している。しかし、人権侵害の場合、政府は全数調査を実施し、関連施設に対して行政措置をとるだけであり、基本的な解決策を策定していない。 DPOや関連機関は、施設内の人権侵害を監視するためのシステムの構築や、施設入所政策から地域統合に重点を置いた政策への長期的な転換を求めている。
11. 発達障害者の強制的な避妊手術が継続されている。
発達障害のある人、特に発達障害のある女性が施設や家庭の中で意思に反して避妊手術を受けさせられているという報告が続いているが、この問題について適切な調査は行われていない。その主な理由の1つは、障害のある人が家族を見つけ家庭生活を送ることを支援する政策の欠如であると指摘されている。
12. 韓国に在住する外国人市民権を有する障害者は依然として差別の対象である(第18条)。
韓国に在住する外国人市民権を有する障害者は、政府の政策から除外されている。障害者福祉法の改正により外国人市民権を有する障害者が障害を登録することができるようになったにもかかわらず、関連規定では障害者の福祉サービスの支援は予算を勘案して制限されることがあるとされている。 その結果、効果的な措置が講じられていない。
13.障害者の種類や性別によっては、パーソナルアシスタントサービスが提供されていない(第19条)。
身体障害の程度に応じた障害等級の割り当ては、基本的に、パーソナル・アシスタント・サービスを必要とする人々がそのようなサービスを受けるための評価を申請し経験する機会を制限している。 また、個々の環境や状況を考慮するのではなく、身体機能の残存能力に基づいた評価システムによって資格停止となる報告が続いている。さらに、この評価システムは身体障害に焦点を当てているため、精神・社会的障害、発達障害、視覚障害および聴覚障害を有する人は、パーソナル・アシスタント・サービスの利用において不利であり、差別されている。
14. 補助装置の使用における経済的負担の増加(第20条)。
多くの障害者が補助装置の購入に負担を感じているにもかかわらず、政府の支援政策は形式偏重さが残っている。その結果、身体障害者の66.3％が、経済的負担のために補助装置を購入していないと回答している。また、支援装置の研究開発は各省庁で散発的に実施され、成果づくりと行政の見せつけのための手段に変わってしまっている。
15.聴覚障害および/または言語障害を有する人は、公的言語としての手話の認識がなく、代替的なコミュニケーションの形態がサポートされていないため、差別を受けている(第21条)。
聴覚障害および/または言語障害を有する人が使用する手話は、公式言語として認識されていない。 その結果、聴覚障害および/または言語障害を有する人は、コミュニケーション上の困難や経済的、社会的、文化的分野での深刻な差別、手話によって自分自身の意見を表明する上での困難を経験する。また、韓国語手話を第一言語としていない聴覚障害者や、自分の意見を自由に表出することが困難な脳障害や発達障害のある人のためのコミュニケーション支援システムに関する施策やサービスはない。
16. 障害を持つ両親や障害児を持つ両親のための支援政策は極めて不十分である(第23条)。
障害を持つ両親、特に障害のある女性は、妊娠中および育児中に困難を経験しているが、法的および体系的な制度および政策は必要な支援を提供するには不十分であることが示されている。介護サービスやレスパイトの支援など、いくつかの限定された支援プログラムは、選択的（重度障害者または低所得世帯に限る）で散発的な支援を提供するに過ぎない。障害のある子どもの出生家族の支援は、障害のある子どもを養子に迎えた家族の支援と比較して不十分であり、結果として出生家族による養育という原則に反する政策につながる。
17. 生涯学習の支援はまったく欠如しており、障害のある女性への考慮がない(第24条)。
2011年の政府による障害者調査によると、18歳以上の障害者の99.2％は、一度も生涯学習プログラムに参加したことがないと答えた。これは教育を受けられなかったまたは修了したどちらの障害者のためにも、性別や障害の種類と程度を考慮した教育プログラムと教育機関が完全に欠如していることを示している。
18. 医療費の財政負担に脅かされている障害者の健康(第25条)。
医療費の負担と所得水準の低さから、障害者の大半は医療サービスの受けることが厳しく制限されている。小規模で選択的な障害者（低所得世帯または重度障害者）の医療費負担を削減する施策はあるが、障害による追加的費用の負担を軽減するための支援策は完全に欠如している。
19.障害のある女性や重度障害者、特に精神・社会的発達障害者の労働者の権利が侵害されている(第27条)。
障害のある人、特に障害のある女性、精神・社会的発達障害のある人は、労働者の権利に関して深刻な差別を受けている。これらのグループは障害者の平均よりも低い賃金を受けており、これは障害のない人の平均賃金の39.6％に過ぎない。発達障害者の多くは月給5万ウォンしか受けていない。特に、精神・社会的障害を持つ人は、まず雇用されることが困難であることから極度の財政難に直面しているが、収入を保証するための支援政策は存在しない。
20. 貧困につながる障害の悪循環が続いている(第28条)。
障害者が労働市場に参入する際に直面する困難が経済的困難を招いている。さらに、障害による追加的費用も重大であるため、障害者の大多数が貧困から脱出することが困難な構造を作っている。政府の支援は、重度障害者や低所得世帯に集中している。しかしながらこのような支援も適切な生活水準を維持するにはいたって不十分である。
21. 投票プロセス中の差別は修正されていない(第29条)。
投票ブースは部分的にアクセスできないままであり、聴覚障害や視覚障害、発達障害のある者は選挙関連情報へのアクセスに関して深刻な差別を受けている。点字の宣伝資料、手話通訳、平易な言葉による出版物などは法律では保証されてはいない。
22. 障害者に関する様々な統計がない(第31条)。
調査は3年ごとに障害のある人に対して実施されているが、基本的なもののみである。政策実施に関する構成要素ごとの統計（障害者に関する方針を含む）が提供されておらず、政策の影響を評価することが不可能である。多くの障害者ための精神保健機関や福祉施設にはアクセスすることさえ困難であり、そのような施設での調査は断片的かつ/または散発的である。
23. 政策調整機関はおざなりに管理され、DPOはモニタリングの仕組みから除外されている(第33条).
障害者政策調整委員会は毎年1回未満の会議を開催しており、各会議は2〜3時間しか続かないため、30人の委員が形式的な言葉を交換すると会議時間が不足する。DPOは、常任委員会事務局の設置と効果的な調整権限の付与を継続的に要求してきたが、政府は何の反応も得られていない。
DPOは、他の関連する市民団体と同様に、公的かつ法的な基盤を持つ独立したモニタリングの仕組みに加わることも求めている。しかし、そのような要求は受け入れられていない。指名されたモニタリング機関である韓国国家人権委員会は、単に発行するための問題についてDPOの意見を聞くのみである。

ARTICLES 1-2.  目的と定義
	国内法の定義
	1. 条約の序文と第1条
に基づく障害者と障害者の概念は国内法に組み込まれていない。障害者福祉法（WDPA）は、障害者を「身体的または精神的障害によって長期間にわたって日常生活や社会活動が妨げられているもの」と定義し、障害の概念を身体的および/または精神的機能障害に限定し、このような機能障害が日常生活や社会活動における制限・制約の根本的な原因と特定している。これは、医療モデルが引き続き使用されることを示している。


	障害等級制度
	2. 医療モデルに基づいて、その基準に身体的または精神的機能障害の程度に焦点を当てた障害等級制度が実施されている。近年、障害者からの等級制度廃止の要求に対し、政府は等級レベルの調整（2017年の廃止を予定）と決定基準の見直しを行う計画を発表した。しかしまだ、毎日の動作に必要な身体機能の残存能力の測定に基づいてレベルが決定されるため、個人的な態度や環境に応じた文脈的要素が含まれていない。
Case 1. 
2013年7月、障害等級が下がったことに苦情をのべた障害者が、地域社会サービスセンターの前で自分自身を傷つけ、最終的に亡くなった
。
Case 2.
現在、パーソナルアシスタントサービスは、障害等級1および2の人にのみ提供され、支援時間数が異なっている。最近、障害等級3であるためにパーソナルアシスタントサービスを受けることができなかった人が、火事で逃げることができずに亡くなった。 このような死亡事故の発生が続いている
。
Case 3.
2014年2月、南西部沿岸の塩田で障害者に対する労働搾取が発見がされた。生存者の多くは、障害を持つ人であったが、登録されていない障害者であったため、政府から放置された
。


	憲法の定義
	3. 憲法第34条第5項では、「身体障害者及び疾病、老齢等のために生活能力が不足しているその他の市民は、法律に基づき国家の保護を受けるものとする」としている。この規定は、身体障害あるいは、疾病、老齢の人を生活能力が不足している人の代表的な例としてあげている。したがって、身体的、精神・社会的、感覚的機能障害を包含する障害の包括的な概念を含めるとともに、障害に基づく差別を禁止するように改正すべきである。



	WDPAのもとでの排除
	4. WDPA（第15条を通じて）
は、精神衛生法（MHA）適用下の障害を持つ人々に対し、WDPAの適用を制限する。その結果、精神・社会的障害を持つ人々は、宿泊設備、カウンセリング、治療、訓練
など、中央政府または地方自治体によって設立された福祉施設が提供するサービスを受けることができない。また、精神・社会的障害を持つ人は、MHAのもとで制限をかけられているため、差別され、MHAの関心は主に精神科病院や療養所などの宿泊施設に集中している。



	履行についての包括的物差しの欠如
	5. 条約の実施に関する包括的で体系的なレビューは、批准時には行われていない。しかし、多くの障害関連法は自主的な規定を含んでいる。中央政府と地方自治体の義務と役割は明確には規定されておらず、国内法のいたるところに様々な差別的規定が無数に存在する（4,213法のうち154の条項）。立法府、司法機関、行政府の間で条約への意識と理解のレベルが低いため、条約は新しい法律、制度、政策を導入する過程で考慮されていない。



	勧告
	》韓国政府に対して、単に障害関連の法律だけでなく、すべての法律において障害の概念と障害者の概念を修正するよう勧告する。また、身体的機能障害の医学基準に基づく障害登録制度や障害等級制度を廃止し、すべての人が機能障害の状態や取り巻く環境などそれぞれの状況に応じてニーズが異なることを認識した上で、個別的にサービス決定をする制度を確立しなければならない。 
》韓国政府に対して、障害を理由とする差別を禁止し、障害の範囲は身体的、精神・社会的、感覚的機能障害までをカバーするより包括的なものであることを示すよう、憲法の障害関連の条項を改正するよう勧告する。 
》韓国政府に対して、他の障害者と平等に障害者福祉法の下での施策を利用できるよう、精神・社会的障害を持つ人に対するすべての差別的規定を廃止することを勧告する。さらに、精神・社会的障害を持つ人の特性を考慮した政策を積極的に開発し、提供しなければならない。
》韓国政府に対して、条約に盛り込まれたすべての権利が確保されるように、法律、司法、行政の支部を含むすべての政府関連機関の公務員を体系的かつ継続的に教育するプログラムを確立することを勧告する。


 第 5 条.  平等及び無差別
	合理的配慮
	6. 障害者のための差別禁止法（ARPDA）とその執行令は、合理的配慮の範囲と内容を具体的に列挙し、その最低限の規定のみを義務付けている。結果として、障害の種類、機能障害の程度、性別、年齢、個人の状況や取り巻く環境などの要素に応じた実際の平等を達成するための手段として合理的な配慮を提供することが制限されている。


	効果的な救済のための手段の不足
	7. 
韓国国家人権委員会（NHRCK）の差別是正措置を担当する指定機関は、その独立性と役割を適切に果たす能力について疑念を抱かれている。その証拠に、2014年3月18日、人権の促進および保護のための国際機関調整委員会（ICC）は、韓国国家人権委員会（NHRCK）の地位に関する決定を留保した。2013年12月現在、NHRCKが受け取った7,193件の障害に基づく差別の事案うち、3,413件が棄却され、2,741件が拒絶され、大多数の差別の事案が解決されていないことが示されている
。裁判所は条約の認識と理解が不足しており、その結果、差別の事案を通して受動的な解釈と決定がだされている。差別が認められている場合でも、裁判所の決定は積極的な救済措置を命ずるのではなく、わずかな罰金を科す傾向がある。
Case 1. 
2011年、5人の車椅子利用者が、ソウル市と政府に対し、市内の都市間輸送において低床バスがないために苦難を体験したと主張して公共の利益に関する訴訟を起こし、2500万ウォン－一人当たり500万ウォン－の補償を求めた。しかし、裁判所は、「政府とソウル市は、都市間輸送に低床バスを導入する特別な義務はない」と述べて、原告を退けた。さらに、「ARPDAに基づく規制は、 障害者が平等に使用することを保証するためのあらゆる形態の輸送手段を要求していると解釈できるものではなく、障害に基づいて使用を制限したり、排除または拒絶したりする行為を禁止し、そのような行為を監視する義務を課す。」と加えた
。
Case 2.
視覚障害者のための点字によるキャンペーン広報誌の提供を義務付けず、広報の作成は印刷物のページ制限に従って行うことを求める公職選挙法（POEA）の合憲性に関する審判請求に関し、憲法裁判所は、視覚障害者はインターネットやテレビなどの他の広報媒体を通じて選挙候補者の情報にアクセスすることができ、点字でのキャンペーン広報誌の制作は政府が後に広報誌の制作コストを払い戻すにもかかわらず選挙候補者に過度の負担を課すとして要請を却下した
。


	差別的な法律
	8.国内法には、公務員や職員、政府機関の役員となることや、特定の資格や職業を得ることを制限する多数の差別的な規定が存在する。韓国の障害者人権フォーラムに所属する障害者政策モニタリングセンターの調査によると、障害者に対する差別的な規定は合計150を超え、このうち雇用に関連して86、商品とサービスに関連して33、28は軽蔑的表現に関連している。このような統計は、特定の用語に対する検索結果を表しており、徹底的な調査を行えばさらに多くの差別的な規定が発見されることが予想される。これは障害に基づく差別を禁止し、障害者は障害の状況に関わらず合理的な配慮の提供を通じて自分の社会的地位または職業を維持すべきと考える条約の精神に明らかに違反している。
Case 3.
-裁判所法、第27条（精神的および肉体的障害による退職）は、「重大な精神的または肉体的障害により司法官が職務を執行できない場合、大統領は最高裁判所の最高裁判事の勧告の下で辞任するよう命じることができ、最高裁判所の判事の場合、最高裁判所長官は判定によってそれを命じることができる。
- 検察庁法、第39条第2項（精神的および身体的障害による退職）は、「精神的または肉体的に重大な障害によって検察官が任務を遂行できない場合、大統領は法務大臣の提案によって、その検察官に対し退職を命じることができる。」と述べている。
-”弁護士法、第8条（登録拒否）には、「3。 身体的または精神的障害により弁護士の職務を遂行することが困難な人。」を含む。
- 医療サービス法、第8条（失格の理由）以下の各号のいずれかに該当する者は、医療関係者として資格を持たないものとする。1.精神保健法第3条の下にいる精神病者：ただし、医療専門職が医療従事者として適切であると認める者の場合は、この限りでない。 2. 麻薬、マリファナまたはあらゆる向精神薬への中毒者。 3.無能または準無能な人... "

- 銃および銃使用範囲法、第13条は、「馬鹿」、「ろう者と愚かな人」、「心身喪失人」による使用を制限している。
軽犯罪法、第1条は、「精神病質者」の後見人が「精神病質者」が家庭または保護観察施設を離れることを許可した場合、「精神病質者」が、軽犯罪を犯すことについて "精神病者"の後見人を処罰する。それによって精神・社会的障害を有する人の拘禁を許している。
-障害者が特定の地位または職業を得ることを制限するその他の法律には、会計監査法（the Board of Audit and Inspection Act）（第8条）、公共機関管理法（the Act on the Management of Public Institutions）（第9条）、国家人権委員会法（the National Human Rights Commission Act）（第8条）、軍事サービスにおける文民管理法（the Act on the Management of Civil Personnel in the Military Service）（第28条）、私立学校教員と職員のための年金法（the Pension for Private School Teachers and Staff Act）（第29条）、消費者に関する枠組み法（the Framework Act on Consumers）（第62条）がある。 公共図書館や博物館の使用を規制するその他の規定において、精神・社会的障害を持つ人の使用は禁止されている。

Case 4.
精神・社会的障害を持つ人が美容師、美容師、獣医師、料理人、栄養士、歯科衛生士、建設機器オペレータ、執行官、化粧品製造業者、薬物取引業者、保育所の管理者、文化遺産修理技術者などの職を得ることを制限する条項が存在する
。



	障害に基づく妊娠中絶
	9.母子保健法第14条（１）と法律施行令第15条（2）は、母親または配偶者に見られる優生的または遺伝的精神障害または身体疾患に基づいて妊娠を中絶させることを認めている
。 このような許容は、生殖権と障害者が家族を形成する権利に違反するだけでなく、障害者の存在そのものを否定する。



	勧告
	》韓国政府に対して、差別是正と救済のための効果的な代替手段を確立することを勧告する。そのような代替策には、差別是正と救済のための韓国国家人権委員会や様々な法的および制度的手段の役割の強化が含まれるべきである。
》韓国政府に対して、差別的な法律、制度、慣行を研究し、状況を改善するための総合的な措置を取ることを勧告する。また、そのような研究や対策の結果について障害者権利委員会に報告するよう勧告する。
》韓国政府に対して、母子保健法第14条（1）とその施行規則第15条（2項）の規定を廃止するよう勧告する。


第 6 条  障害のある女子
	障害のある女性の一般的排除
	10. 障害を持つ男性と障害のない女性の双方に比べ、障害を持つ女性の権利は全体的に後れを取っている。障害を持つ女性は一般に、一般市民や女性のための政策においてだけでなく、障害者のための政策においても除外されている。 最近では、障害を持つ女性のための特別な政策が増加してきているが、絶対的な質と量は取るに足らないままである。さらに、このような特別な政策は、実質的には障害のある女性のための政策を分離し隔離し、質を低下させる可能性を高めている。



	障害のある女性への暴力
	11. 社会構造を考慮すると、障害のある女性と女児は、性的および家庭内暴力を受ける可能性が非常に高い。特に、精神的なタイプの障害（精神・社会的障害、発達障害）を有する女性は、こうした危険に強くさらされている
。 性的および家庭内暴力の被害者のための保護施設など、暴力後の措置に関し、障害を持つ女性のための施策は、一般的な女性のための施策に比べ深刻に不足している。また、女性のための法律や政策は、特に性暴力防止教育などの予防プログラムでは、障害のある女性を考慮していない
。
12. 性的及び家庭内暴力の被害者へ暴力後やの防護の措置に焦点を当てるため、予防的な政策が弱い。しかし一方、そのダメージに過度に焦点を当てると、障害のある女性を脆弱なグループとして分類し、彼女たちを保護と監督が将来必要となる予備軍として捉えることになってしまう。その結果、障害を持つ女性の社会参加の主体としての権利を強化しようとする政策は比較的に弱体化し、こうした政策が彼女たちの権利の促進の障壁となる悪循環に陥る。 


	教育
	13. 統計的には、障害のある女性は、通常教育をまったく受けたことがないか、受けていても中断する確率が6倍高く、驚異的にも77.4％しか義務教育レベルである中等教育までかそれ以下の教育しか受けていない
。このような重大な教育格差は、学校や地域社会に参加する機会が限られることにつながり、権利の享受に測り知れないほど大きな障害物となる。教育の延期を防止し、障害のある女性が通常教育を終えているか排除されたかにかかわらず、自分たちの選択とニーズに応じて適切に生涯教育を受けられるシステムを確立するための制度上の方策を改善する必要がある。 そのような教育サービスは、特定の部門に重点を置くべきではなく、可能であれば、関連するすべての部門によって確立されるべきである。



	勧告
	》障害のある女性に対する性的および家庭内暴力に関して、韓国政府に対して、予防対策と暴力後の支援対策のバランスを考慮して包括的な計画を立てることを勧告する。そうする際には、障害の種類と程度に応じた特性を組み込む手段を講じなければならない。
》韓国政府に対して、女性一般のためのすべてのカウンセリング・センターと避難所に障害のある女性のアクセシビリティを確保することを勧告する。さらに、地域カウンセリングセンターや避難所の数を増やして、障害のある女性のための専門カウンセリングセンターや避難所のアクセシビリティのレベルを高めるとともに、2つのタイプのセンターが協力とネットワークを強化できるよう支援する必要がある。政府は、性的暴力の防止に関する教育プログラムを策定する際に障害を意識した視点を導入し、また、障害のある女性や女児が安心した環境で教育を受けられるよう、別のプログラムを策定すべきである。
》韓国政府に対して、障害のある女性や女児が一般の生涯教育プログラムに参加する上での困難の原因を調査し、その調査に基づいて、問題を解決するために政府があらゆるレベルでとるべき包括的かつ体系的な措置を模索するべきである。求められている措置には、障害のある女性と女児の自己への自信と自己決定を強化するプログラムが含まれていなければならず、また障害のある女性と女児の参加と意見は、研究と政策策定のすべての段階で可能な限り確保され、組み込まれるべきである。


第 7 条  障害のある児童
	障害を主流に組み込むこと
	14. 国家党報告書は、政府が子どもや青少年に関連する法律によって子どもの基本的な自由と権利を確保していると述べているが（第39項）、障害のある子どもの特性を考慮に入れた政策は、それらの法律に基づいておかれた政策の中に見当たらない。また、政策や予算配分を評価する際には、障害児に対するインパクトアセスメントは行われておらず、障害児は計画段階から考慮されていない。これは、障害に敏感な視点を無視したことに起因し、政府は障害者のための政策と通常の政策の分離を維持している。
Case 1.
3歳から4歳までの子どもを対象に2012年以降実施されたプログラムであるNuriカリキュラムを確立する初期段階において、障害のない子どももまたこのプログラムを義務的に受けるべきであるのに除外され、障害のない子どもたちがこのシステムの設計と運用の過程で大きく考慮されてきたとする根拠の十分でない申し立てがある。証拠として、市民団体は、予算に障害児のための別個の項目が含まれず、幼稚園や保育所内に特殊教育教師を配置することが考慮されていないなど、様々な問題を指摘している
。

Case 2.
学校での暴力に責任がある生徒の即時の停学と移籍、および特殊教育の受給資格がある生徒を近接の学校に入れる義務は満たされておらず、授業へ参加し個別教育を受けるという生徒の権利が妨害されているとの批判がある。学校における暴力の防止及び対策に関する法律では、専門的な質を保証するために専門機関に暴力の状況に関する調査を依頼することがあるが（第7条）、この規定は障害児に対しての学校での暴力に関してはあまり用いられない。




	暴力と虐待
	15. 障害児に対する虐待や暴力が、通常学校や特別学校そして家族で発生し続けている。しかし、その状況を広範囲に調査した研究はない。小・中学教育法や児童福祉法では、障害児に対する虐待や暴力を禁止しているが、障害のある児童の特徴を考慮した適切な措置もそうした措置を提供する法的・制度的装置もこれらの法の中に見られない。
Case 3.
2013年には、韓国の障害者差別禁止法と麻浦親協会が共同で麻浦地域の発達障害児60人の校内暴力の現況を調査した。 その結果、58.3％が身体的暴力を経験し、88.3％は言葉による虐待を経験したことが明らかとなった
。
2012年の児童虐待の状況に関する国の報告書によると、6,403件の児童虐待のうち、476件（7.4％）で障害児が巻き込まれていた。残りのケースのかなりの数で発達的、情緒的、精神的な問題をもつ子どもが巻き込まれていたが、それにもかかわらずこの子どもたちは障害者のための特別教育法等の下では、障害のある子どもの範囲には含まれていない。
早期教育センターを含む私立教育機関では、自閉症児やADHDの児童に対する拘束などの体罰は、手続き上の原則がなく一般的に行われている。障害児は、障害のない子どもと比較して、「行動療法」というラベルの下での鎖の使用による制約などの措置を受けているが、政府は状況を認識すらしていない。




	インクルーシブ教育
	16. 障害のある児童と障害のない児童の間のインクルーシブな教育が広く受け入れられている。しかし、そのような感情を支持する政府の政策が欠けている。教師に対する生徒の比率は高すぎ、障害のある生徒はそれぞれの障害の種類と程度に応じた適切な教育環境と合理的な配慮をほとんど提供されていない。
17. 特に、発達障害のある児童のためのそれぞれの障害程度に応じた教育目標やプログラムは存在せず、そのためこの子たちの多くは教育サービスとして教室内でのケアだけを受け、教育の質は教師の裁量に委ねられている。視覚障害および／または聴覚障害を有する生徒、および脳性麻痺の生徒は、通常学校では適切な環境および合理的な配慮が提供されないために、特別学校に入学していると報告され続けている。

18. 毎年、特別学校の数は増加しているが、インクルーシブ教育のための財政的支援は、特別学校への支援と比較して深刻に不足している。通常の学校の障害を持つ子どもたちも、分離された教室で教育を受けており、教師は通常教育の教師と特殊教育の教師のどちらかに分かれて、別々に訓練されているため、純粋なインクルーシブ教育を受けているのとはかけ離れている。

Case 4.
現在、特別学校の数は2010年150校、2011年155校、2012年156校、2013年162校に増加している。2013年に特別学校に割り当てられる予算は約2兆2500億ウォンで、こ2012年の予算と比べれは約2810億ウォン増加した。しかし、教育予算全体に比例して減少した。インクルーシブ教育を支援する2013年の予算は3,585億ウォンで、42のパイロットスクールに配布された。




	障害児福祉支援法
	19. 障害児福祉支援法は、条約の批准後、2011年に制定された。しかし、家族の収入、富、特性、子どもの障害度の評価を通じて、重度の障害のある低所得層の子どもにのみ選択的な支援を提供している。さらに、政府が出資するバウチャーは、脳病変、知的障害、自閉症、言語障害、視覚障害の6つの種類の障害に限定されている。この法律は、障害児のための福祉支援センターの設立を求めているが、自治体の意向による自主的な規定である。その結果、そのようなセンターは一つも確立されていない。
20. また、障害の種類や程度そして福祉ニーズを決定する機能はなく、個別化された支援計画の策定は自主的であり、力不足である。上記のように、ほとんどの条項は「できる（can）」という用語を使用して任意であり、中央政府および地方自治体の義務および責任を明確に述べていない。
 


	勧告
	》韓国政府に対して、児童および青少年に関する法律を制定または改正する際に障害児を含めるとともに、そのような法律に従って政策およびプログラムを実施する際に、障害児の特性を考慮した政策およびプログラムを実施するよう勧告する。法律を改正し、政策やプログラムを実施し、評価する際には、障害児の参加を最大限に確保する必要がある。
》韓国政府に対して、障害児のケアのあらゆる場面（家庭、学校、居住施設など）における虐待と暴力を監視し、障害児の権利に関する教育を障害児自身、学校、そして両親を対象に実施するよう勧告する。 
》韓国政府に対して、インクルーシブ教育をさらに促進し、特別学校を廃止する段階的な計画を遵守するために、インクルーシブ教育の質を強化する包括的措置を確立するよう勧告する。そのような措置には、より多くの教員の募集、個別のカリキュラムと教育目標の設定、障害の種類と程度と性別の配慮、合理的配慮の提供、一般教員および特別教育教師のインクルーシブ教育の訓練が含まれなければならない。その過程で、障害児の参加は最大限に確保されなければならない。
》韓国政府に対して、全ての障害児の福祉を支援する法律として機能するために、障害児福祉支援法を改正するよう勧告する。改正された法律では、地域資源整備や予算配分など、その子どもの障害の種類と程度や性別を考慮した個別サービスの効果的な支援が提供されるよう、中央政府と地方自治体の役割を明確に述べなければならない。


第８条　意識の向上
	意識の向上
	21. 障害者についてのゆがんだ認識を修正するための方針とプログラムは、満足いくものではないが、部分的に実施されている。しかし、様々な異なる障害者グループを包括する政策やプログラムは、広く実施されていない。特に、女性と障害、児童と障害、高齢者と障害などの複数の差別の構造に起因する歪んだ認識を改善するための専門教育プログラムは存在しない。事実、国家党報告の意識向上のパラグラフの中でさえ、障害のある女性、障害児、障害のある高齢者のコンテンツは存在しない。
22. 韓国政府は、政府関係者、議員、メディア、一般市民に対し、条約の内容と目的を体系的かつ継続的に公表し教育するものではない。その結果、条約は、新しい法律制定、障害に基づく差別についての裁判、政府の政策の全体的な実施過程において適切に考慮されていない。



	勧告
	》韓国政府に対して、条約の完全かつ効果的な実施のために、一般市民を対象とする人権教育プログラムを実施するよう勧告する。そのような教育プログラムの確立には法的根拠が必要であり、計画には予算が含まれていなければならず、中央政府と地方自治体の義務が法律で明確に示されなければならない。特に、障害を持つ女性、障害児、障害をもつ高齢者など、様々なグループの特徴や意見は、教育プログラムの内容に十分反映されなければならない。また、そのようなプログラムを計画、実施、評価する際には、障害の種類や程度、性別、年齢を考慮して、障害者の参加を十分に確保しなければならない。 


第９条　アクセシビリティー
	物理的アクセシビリティ
	23. 国家党報告では、政府は2014年までに障害に配慮した設備の設置率を88％に引き上げる計画を述べているが、2013年の設置率は60.2％にとどまっている。というのも、政府は、これらの設置を促進し関連する支援を提供するために法律を改正するという約束を実現していない。
24.　政府はさらに、建築基本法と障害者、高齢者、妊婦のための利便性促進法（APC）における配慮設備についての関連規定により、障害者のアクセシビリティは確保されつつあると述べている。しかし、建設基本法は計画や設計の段階で必要な措置を講ずるべきと述べているだけで明確な規定を含んではいない。が、ここにAPCで考えられているアクセシビリティについてのすべての事柄が委ねられている。つまり、建設基本法は、実際には障害者のアクセシビリティを確保していない。
25. 政府は、「農業や漁業に従事するコミュニティでの障害者の様々な設備へのアクセシビリティを改善するため、農村部障害者の住宅改修プロジェクトに19億ウォンの資金援助を提供した」（パラグラフ46）とも述べているが、 都市部に住む障害者の住環境を改善するための責務が、地方自治体に移管された。 しかし、地方自治体からの支援を受ける資格は、国家基本生活保護法（National Basic Living Security Act）に従って基本的生活水準を維持している者に限られている。したがって、現実には、障害者が住宅環境を改善することは極めて困難でである。
26. 国家党報告書（パラグラフ48）に記載されている「バリアフリー生活環境」を認証する制度は法的義務ではない。その結果、公的施設の認定が主に行われており、コミュニティの住宅設備の大半はそのような認定を受けていない。



	公共交通へのアクセス
	27. 各駅にエレベータを設置した結果、地下鉄のアクセシビリティは大幅に向上したが、問題のあるリフトしかない駅がまだあり、電車とプラットフォーム間が遠いために視覚障害者や車椅子利用者の安全にかかわる事故が発生し続けている。
28. また、2013年時点では、低床バスの供給率は16.4％に留まり、2012年に33.5％という目標には遠く及ばない。したがって、2017年末までに41.5％に増やすという政府の供給率向上計画が達成される可能性はほとんどない。逆に、低床バスをさらに導入するための予算は凍結されているか減少している。
29. 障がい者タクシーについては、障がい者は除外されて利用できない交通手段であり、供給率は法的要件の60％に過ぎない。さらに、リフトを持つ都市間をつなぐ都市バスがないため、車椅子の人は、そのようなバスをまったく利用することができないため、都市から都市への移動能力に厳しい制限がある。



	インターネットへのアクセシビリティ
	30. 政府は、障害者のウェブアクセシビリティを確保するための法律やガイダンス文書を導入や、ウェブアクセシビリティ認証の発行を通じて、インターネットによる情報へのアクセスを向上させている。しかし、多くのウェブサイトは、視覚障害のある人にとってはアクセス不可能なままであり、聴覚障害や発達障害などの各障害タイプにとってウェブアクセシビリティは依然として弱いままである。
31. スマートフォンアプリに関するアクセシビリティガイダンス文書が開発され、実施されているが、受け入れ率は公的機関のみで評価されており、法的に要求されるのではなく、その実施が推奨されているだけである。これは、ガイダンス文書が私的なアプリ開発者には適用されていないことを意味する。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害者のアクセシビリティを向上させる中長期計画を策定し、その計画の実施状況を監視し、監視結果に応じてさらなる改善を図ることができる体制を導入するよう勧告する。さらに、そのような計画には予算が含まれていなければならない。
》韓国政府に対して、すべての障害者が他の人と平等にインターネットウェブサイトを介して情報にアクセスできるようにし、その状況を定期的に監視するために関連法律を改正するよう勧告する。監視において、政府は、障害者の参加を最大限に確保しなければならない。
》韓国政府に対して、障害者があらゆる種類の公共交通機関を安全かつ便利に利用できるように、現行の公共交通政策を見直して適切な措置を講じるよう勧告する。そのような政策を見直して改善する方法を論議するとき、政府は様々な種類、程度の障害、性別、年齢を考慮して、障害者の参加を最大限に確保しなければならない。


第１１条　危険な状況及び人道上の緊急事態
	法的手段の欠如
	32. APC執行令には、「聴覚障害者や視覚障害者のための警報システムと避難システム」が含まれているが、身体障害者などの様々な障害者のための避難施設の規定は含まれていない。政府は、「第3期利便性向上国家5カ年計画（2010年〜2014年、53项）」の下で、様々な災害状況において異なるタイプの障害者を個々に合わせて支援するための避難シミュレーションシステムの開発を計画していると述べているが、この日まで特別な進展はなかった。
33. 災害時に市民を守り安全を確保するための国内法は、障害者に関する条項を含んでいない。また、災害避難訓練（学校、地域社会、職場）には障害者が含まれていないうえに、障害者は避難施設へのアクセスの困難さを体験している。

Case 1.
長寿の療養所で火事が発生したとき、アルツハイマー病患者20人と脳卒中患者で歩行困難のため自力で避難することができなかった人が、火事が6分で消火されたにもかかわらず煙による窒息により死亡した。 火災が発生する7日前には、長寿市の自治体が療養所の消防施設を検査し、それらは良好な状態にあるとみなしていた
。


	勧告
	》韓国政府に対して、「災害と安全の管理に関する枠組み法」や「自然災害対策法」など関係法令の中で、障害者のための規定を策定することを勧告する。そして、関連する政府関係者と民間関係者を対象とした教育を実施し、彼らが障害者に関するマニュアルや自然災害を含む災害時の状況に応じての適切な対策の知識を持つようにするべきである。必要に応じて、障害の種類や程度、性別などを考慮した、障害者の災害時の避難行動や行動訓練を実施しなければならない。
》韓国政府に対して、（自然）災害を含む緊急時に障害者がアクセスできるように避難施設を改善するよう勧告する。



第１２条　法律の前にひとしく認められる権利
	成年後見
	34. 民法改正の結果、韓国政府は成年後見制度を導入しており、疾病、障害、または老齢によって引き起こされる心理的な制約のために、ものごとを管理することが持続的にできないとみなされる者に関し、財産や個人的地位（病院や施設からの入退院などの行為）に関する事項について、成年後見人による意思決定の代理が認められている。
35. 改正法によると、「家庭裁判所は、当該本人、配偶者、血縁関係の親族、少年保護者、少年保護監督者、限定後見人、限定後見人監督者、特別後見人、特別後見人監督者、 検察当局や地方自治の長の請求により、法的行為の範囲を決定し、後見人は意思決定を代行する」とされる。限定後見人は限定された範囲の行為に対して意思決定の代行が認められ、特別後見人は特定の行為についての意思決定を代行が認められるが、どちらも原則的には、障害に基づいて法的能力を制限する意思決定代行システムである。障害者の完全な法的能力を認識し意思決定支援システムの導入を求める条約12条に対し、これらのシステムはすべて明確に違反している。
民法の抜粋
第十条（被後見人による行為及び行為の取消し）
1.被後見人の法的行為は取り消されることがある。
2.第1項にもかかわらず、家庭裁判所は、被後見人による法的行為で取り消すことができない行為の範囲を決定することがある。
3.家庭裁判所は、当該本人、配偶者、血縁関係の親族、成年後見人、成年後見人の監督者、検察当局や地方自治の長の請求により、第2項の範囲を変更することがある。
4.第1項の規定にかかわらず、成年後見人は、生活必需品を購入するなどの生活上必要な法的行為や費用が過度ではない法的行為を取り消すことはできない。
36. 政府は、成年後見制度は無能または準無能な人に関する以前の制度の限界を克服するもので、障害者の残存能力を最大限に活用する可能性のある制度であり、障害者の権利を確保することを目的とした制度であるとして、これを推進している。しかし、上記のように、この制度に基づく障害者は、法的行為の範囲が厳しく制限され、その他の法的行為は保護者によって代行される。ひとたびこの制度に入ると、被後見人は婚約、結婚、離婚などの事項について自分の行為が取り消されないように後見人の同意を得なければならない。




	勧告
	》韓国政府に対して、意思と好みに基づく障害者の自己決定の権利が尊重されるよう、障害者の自己決定と法的能力の行使を制限する民法の成年後見制度を廃止し、支援付き意思決定システムを開発し導入するよう勧告する。


第１３条　司法手続の利用の機会
	合理的配慮
	37. ARPDAは、政府が司法手続き中に合理的な配慮を提供することを義務づけているが（第26条）、司法機関は性別や障害の種類と程度に応じてそのようにはしていない。 2013年に裁判所は、司法へのアクセスを改善するために、障害者の司法支援に関するガイドラインを公表したが、まだ実用的な措置が不十分である。 障害者は、障害者の司法支援の申請書を提出することによって配慮を得ることができるが、その前に、関係者は障害の有無を確認し、支援を受けることができることと提供される支援を知らせなければならない。 しかし、そのような情報は現在提供されていない。
38. 特に、障害者のための司法へのアクセスを改善する権利擁護のための公的制度による積極的な措置は求められていない。 その結果、司法手続中にコミュニケーションに困難がある障害を持つ人々は十分な支援を受けていない。
39. 司法機関の職員は、障害者と障害者の権利ならびに合理的配慮の提供と障害者の司法へのアクセスの確保について認識しておらず、適切な訓練を受けていない。さらに、捜査当局による人権侵害は調査中も引き続き発生している。
Case 1.
2007年5月、水原でたまたま犯罪現場近くにいた知的障害者が、殺人を犯した疑いをもたれた。 援助のない中、彼はひとりで警察の捜査を受けた。 警察は強制的な手段で告白を強い、その告白に基づいて彼は5年の刑を受け、完全に服役した。しかし、再審によって、彼はこの事件に有罪でないことが証明された
。
Case 2.
2013年8月に、自宅で寝ていた知的障害を持つ未成年者が、盗難の疑いで夜中に警察に逮捕された。援助者の参加は保証されず、彼は一人で取り調べを受け、その間強力な手段と暴力によって証言を強いられた。 NHRCKは深夜の取り調べ、孤立した取り調べ、手錠の不適切な使用、暴行、および強引な捜査を理由に、関係する警察官に対して警告を発した
。
Case 3.
2014年2月初めに南西部沿岸で発見された労働搾取のケースについては、多くの障害者を含む370人の被害者を警察が特定したにもかかわらず、法的援助は提供されなかった。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害者が他の人と平等に司法制度にアクセスできるように、援助を含むすべての種類の合理的配慮の提供を確実にするための措置を講ずることを勧告する。また、そのような措置の効果を高めるために、司法機関の職員、警察官、検察官を対象とした、障害者の権利に関する意識啓発教育を実施することを勧告する。


第１４条　身体の自由及び安全
	非自発的入院
	40. 2012年の精神病院と療養所の患者80,569人のうち、自発的入院は24.1％（19,441人）で、75.9％（61,127人）は熟考の上での同意と選択にもかかわらず入院した。これは、保護責任者、地方自治体長、医療従事者、警察官（緊急入院の場合）の1人または2人の同意による入院を認めたMHA（第26-26条）
,に起因すると考えられる。 結果として、非自発的入院によって精神・社会的障害を有する人に対する人権侵害が頻繁かつ繰り返し起こっている。 2014年1月に示されたMHA改正案でさえ現行の法律と同一の非自発的な入院手続が認められ、精神・社会的障害を持つ人々のための組織やDPOからの強い反対が引き起こされている。
41. 多くの場合、障害のある人は、説明や同意なしで、強制的に拘束され、私的緊急車両で病院に移送される。 一旦病院に来ると、診断なしで非自発的に入院し、その後自分の意志で退院することができない。 入院日から6ヵ月経過した後、メンタルヘルス判決委員会の決定により退院することができるが、この手続きによる退院率は10％以下である。あるいは、退院は裁判所の救済措置によって起こることができる。 しかし、この手続きはめったに行われない。裁判所は医師の診断を認めているだけなので、公式の入院手続きに問題がなければ退院命令は出されない。
Case 1.
2009年5月22日、カナダのオンタリオ州連邦裁判所の裁判官は、カナダの法律に基づいて、統合失調症と診断された韓国人とその娘について、申請を考慮し、難民認定の決定を出した
。韓国では、娘は特別な社会集団「精神病者の娘」に所属していた。母親が精神科病院に入院したため、娘は不適切な住居に入居させられ、 感情的なサポートを得ることも学校に行くことも、自分の母親に関する情報を受け取ることもできなかった。 この状況は、子どもの基本的権利に対する違反であり、裁判官によって「迫害のレベルに近い」とみなされた。韓国での精神保健システムによる人権侵害には、違法で強制的な入院、有効性のない入院、医療記録の偽造、メンタルヘルス施設からの患者の退院を拒否すること、対応の自由に対する不当な制限、施設におけるCCTVの過度の設置、頻繁な暴力などがある。

Case 2.
2013年11月3日、ソウル江南区（カンナムグ）にある自宅で女性が眠っていると、精神科病院から来た3人の男性が彼女の手足を拘束して緊急車に運び自宅から1.5時間ほど走った京畿道（キョンギド）地方花盛市の病院へ強制的に移送した。 病院では、彼女は入院しないと宣言し、ソウルの病院で更年期うつ病の治療を受けていると主張した。 しかし、彼女の主張は否定された。 検査を受けることなく、彼女は医師と話した後にただちに入院し、拘束されて一人取りおかれて虐待状況を経験した。 以前、彼女は最年長の娘のボーイフレンドに対して詐欺の訴訟を提起していた。彼女の他の子どもたちは、その娘と彼女のボーイフレンドに説得され、非自発的に入院した。2014年1月1日、この女性は、隣人と牧師の助けを借りて弁護士と電話で連絡を取り、非自発的入院の不正な手続きを説明し、救済措置を求めることができた。その結果、彼女は退院のための裁判所請求をすることができた。彼女のケアを担当していた病院と娘たちが、人身保護令状請求権について知ると、彼女は仁川江華郡病院に移送された。この病院では、彼女は強制的に薬物を服用され、この施術を拒否すると、四肢をベッドに縛られて拘束された。
仁川（インチョン）地方裁判所は2013年5月20日に彼女の退院に賛成したが、退院の4か月と7日後2014年1月13日に告訴が起きた（2013年3月号人身保護）。花盛市の病院から退院した彼女のケースに関連して、2014年1月8日の告訴、ソウル中央地裁は2014年5月14日、憲法第1条および第2条及び MHAの第24条に控訴を提起した。
 


	長期入院
	42. 精神科施設の平均入院日数は247日、精神科療養所では3,693日（2012年中央精神保健支援委員会報告書）であることが明らかになった。精神科療養所（MHAの第10条に基づく）は、慢性的な精神・社会的障害を有する人を収容する施設であり、そのうちの11,072人が59の施設に収容されている。これらの施設の入院日数の統計は、5年未満が3,335人（30.1％）、5〜9年で2,118人（19.1％）、10〜14年2,648人（23.9％）、15〜19年1,050人（9.5％）、20〜24年731人（6.6％）、25〜29年681人（6.2％）、30～34年332人（3.0％）、 35-39年157人（1.4％）、40年以上20人（0.2％）であった。（2013年保健福祉省）
。
43. 精神・社会的障害を持つ人々の長期入院の背景には、地域生活のための政策の欠如、家族の拒絶、地域社会における反撃の感情がある。その結果、精神・社会的障害を有する人は、退院時に地域社会に戻って来ることができず、入院期間が長くなる。




	勧告
	》韓国政府に対して、ケアの責任者、地方自治体の長、警察、医療専門家による非自発的入院に関する精神保健法の規定（第24-26条）を廃止し、精神・社会的障害を持つ人々の地域社会内に住む権利を確保するための法的制度的手段を確立し、そうした手段に基づく総合的で特殊な政策を実行するよう勧告する。この政策には、精神・社会的障害を持つ人の自由意思に基づいて、地域社会内において、必要な治療と医療に関連する社会福祉サービスの提供が含まれていなければならない。 
》韓国政府に対して、精神科施設や療養所などの障害関連施設に非自発的に入所した精神・社会的障害者や発達障害者の人権状況の調査を行い、彼らが地域社会に戻ってくることができるよう総合的な対策を立てるよう勧告する。また、障害者権利委員会に進捗状況を報告しなければならない。


第１５条　拷問又は残虐な、非人道的取扱い若しくは刑罰からの自由
	施設における人権侵害
	44. 2011年の障害者入所施設の人権状況調査（MHW）で調査した155の居住施設について、104件の人権侵害が確認された
。しかし、人権状況の包括的で体系的な調査が行われていないため、具体的な現実を把握することができない。入所施設に居住する障害者に対する搾取、暴力、虐待は進行中の問題だが、再発防止のための基本的かつ長期的な対策は確立されていない。
Case 1.
2013年には、障害者権利擁護団体が30人以上の入所者を抱える安養市の施設に関する事件を受理し、発達障害者が顔や全身を殴られているというものであった。誰も状況を止めようとせず、むしろ日々の活動として続けており、このような暴行は普通のことであった。NHRCKは捜査を開始し、人権侵害の状況が顕著に現れたため、施設は閉鎖された
。
Case 2.
2013年、知的障害を持つ女性27人の入所者を抱える施設の長が障害を持つ入所者に対する暴力と搾取に加え資金の横領をしたために逮捕された。NHRCKによると、施設長は利用者が支払った料金を自分のために使用しただけでなく、障害のある女性入居者の身体を検査し、裸にし、盗難の「悪い癖」を犯したと非難した。この施設長は入所者の頭や背中を打ち、自分の話を聞いていないといって水をかけたことが明らかになった
。


	精神科病院における人権侵害
	45. 精神・社会的障害を有する人は、精神科病院内で習慣的かつ継続的な人権侵害（孤独な閉じ込め、継続的な殴打、任意の拘束、過度の薬物治療など）の対象となる。さらに、韓国政府は、病院に拘束のガイドラインを策定し、遵守することを要求することによって、悪質な治療法を本質的に正式に認識している。そのようなガイドラインでさえ無視され、人権侵害につながる治療が引き続き行われている。しかし、調査が行われていないため、状況が適切に把握されていない。
Case 3.
2012年には、正立市の精神科病院の3人の患者が、非自発的入院、暴力などの人権侵害に耐えることができなくなり、死亡（2人が自殺、1人は原因不明）した。検察の暫定調査報告によると、病院は保護責任のある人による入院が認められるMHAの規定を利用して利益を得、お金を稼いでいた。非自発的入院の過程には暴力が伴うが、拘束ストラップによって患者を拘束することで拘留が頻繁に行われ、ほとんど誘拐が連想されるものであった。苦情を表明し、または指示に従わなかった患者は、CCTVカメラが設置されていない別の部屋に連れ込まれ、無謀に殴られた。椅子で殴られて倒れ肋骨の多発性骨折などの重傷を負った人もいた。髪の毛をつかまれて壁に打ち付けられ、肘で打ち倒され骨折につながった人もいた。さらに、負傷が殴打によって引き起こされたという事実を隠すために、介護者および看護師に名前タグはなく、看護記録は偽造され、患者はしばしば過度に薬物を服用されていた。しかし、病院の計画責任者と2人の介護者だけが起訴された。病院の長は処罰されず、病院の閉鎖は行われなかった
。
Case 4.
40代前半の知的障害を持つ女性が、2004年から2011年（2004年2月〜2005年3月、2006年9月〜12月、2007年6月〜8月、2008年6月〜2011年2月、2011年3月〜4月）に非自発的に5回入院し、ベッドに四肢を結びつけられ頻繁に拘束された
。 非自発的入院時のこのような虐待の状況は、特に、知的障害を持つ人およびアルツハイマー病の人では多い。




	療養所での人権侵害
	46. 2014年現在、アルツハイマー病などの老人保健問題のある高齢者の治療および看護サービスを提供する療養所の数は過去10年間で20倍の、1,265に達した。これらの療養所は、療養所ごとの治療費（サービス報酬）ではなく、1人当たりの治療費（個別報酬）を受けている。その結果、患者に対する怠慢の場合があり、他の場合には、患者のための安全な施設が不足している。しかし、療養所に関する政府の管理と監視は不十分なままである。
47. 韓国疾病対策予防センター（CDC）は、「HIV /エイズ対策に関する国家戦略」の一環として、重度または精神・社会的障害を持つHIV /エイズ患者の長期ケア計画を策定し、2010年3月にS療養所が、重度または精神・社会的障害を有するHIV /エイズ患者の委託病院として使用されている。しかし、2013年8月、S療養所はHIV /エイズ患者1人に対して必要な水分を投与しなかった。2013年8月21日、患者は他の病院に送るよう求めたが、S療養所は介護の責任者と高額費用に同意が得られないという理由でその要求を拒否した。その結果、患者は14日で亡くなった。CDCはそのような事実を確認したが、関与した人物に対する事後措置は取らなかった。 CDCは、患者を他の病院に移す計画なしに、S療養所との委託契約を取り消した。その結果、S療養所のHIV /エイズ患者は、治療を受ける病院がないという問題に直面した
。


	予防措置
	48. 政府は、障害者居住施設における人権侵害の再発を防止するため、「人権擁護家チームの形成・管理」などの施策を実施しており、福祉施設職員に虐待事件を報告し、福祉施設の人員や施設の居住者に対して強制的な人権教育（年間8時間）を実施する。しかし、「人権保護者のチーム」は、組織内の従業員と居住者で構成されているため、階層の内部システムのため報告や告発は自由に行えない。人権教育は形式上のレベルで実施されており、人権に対する意識向上には貢献していない。その結果、多くの場合、人権侵害は適切に認識されていない。したがって、取締役会や運営委員会で外部人材の参加を確保するとともに、外部機関による定期的かつ体系的な監視を行う必要がある。



	勧告
	》韓国政府に対して、学校、地域社会、施設での人権侵害の状況を調査し、監視し、その予防と救済のための包括的措置を求める体制を構築するよう勧告する。そのような措置には、精神科病院や療養所の中での放置を含む人権侵害の状況を緩和する計画が含まれていなければならない。
》韓国政府に対して、人権侵害の告発者を保護し支援し、施設の意思決定機関への外部人材の参加を増やし、さらに独立した外部の機関による定期的体系的な監視の実施をするために、対策を講じるよう勧告する。


第１６条　搾取、暴力及び虐待からの自由
	搾取、応力、虐待の状況
	49. NHRCKが2008年から2012年に受け取った障害者が絡んだ苦情のうち、539件が搾取、暴力、虐待（発達障害者は97人、精神・社会的障害者は81人）であった
。このカテゴリーは、商品とサービスの提供のカテゴリーに次いで2番目に多かった。私的擁護団体（韓国の異なる能力を持つ人々のための人権研究機関）が受けた相談事例では、身体的健全性への侵害事案が最も多く、全症例の21％を占めていた
。そのような人権侵害は、知人（隣人、親戚、家族など）、雇用者、または施設の所有者が関わって行われていることが常であった。しかし、政府は差別や家庭内暴力、性的嫌がらせ、暴行、暴力（2011年の障害者調査）の調査をほとんど行わない
。障害の種類と程度、性別、年齢、地域（都市や農村部）の特性を考慮しての学校、地域社会、家族、職場、施設における状況調査がないため、そのような状況での搾取、暴力、虐待など虐待は理解されていない。
50. 重度の障害、発達障害、言語障害などの社会に統合することが困難な人に対する継続的な搾取、暴力、および虐待の背景となっている原因には、損害賠償や刑罰などの刑罰が不十分なことがある 。これは、加害者の社会的責任への考慮によるが、部分的には、障害を持つ当該者を適切に保護するための配慮に起因する。その結果、倫理的責任が軽減され、障害者に対する搾取、暴力、虐待が犯罪であるという認識が形成されていない。しかし、原因の根本は、政府に障害者の権利を保護し促進する責任と積極的な政策のが欠如していることである。
Case 1.
1980年代から、Jは発達障害のある21人を養子に迎えた。しかし、2012年には4人の障害者としか一緒に暮らしていなかった。他の人たちの所在は不明であった。養子となった人の一人は住所と氏名、「障害者」という言葉を手と手首の裏に刺青されていた。すべての養子の人たちは、頭を剃られ、施設から出ることを禁じられ、鍵をかけられた戸口の中に住んでいて、人権団体による介入の試みから離されていた。1人はがんで亡くなったが、死亡までの6ヶ月間の医療記録はまったくなかった。その後、この施設から逃げ出した生存者が、その事件が放映された後に現れた。彼も手首に住所と連絡先番号を刺青されていた。 2013年1月8日、控訴裁判所は3年6ヶ月の禁固刑を宣告した
。
Case 2.
2008年、知的障害のある48歳のCさんは、職業あっせん業者の職員によって2回の食事をあてがわれた後、シンアンにある島に売られ、そこの塩田で5年間と2ヶ月間働かされた。加害者であるH氏は、家事、稲作、住宅建設などを何の報酬もなくCさんに命じ、Cさんは5時間未満の睡眠しか取れなかった。 Kさん（40歳の障害程度５の視力障害者）は、許可されていない職業あっせん業者に騙された後、Hが所有する同じ塩田で働いていた。彼/彼女は1年半働いたが、まったく報酬はなかった。 1カ月後、2013年8月、KさんはCさんと共に島を脱出しようと3度試みたが、発見され失敗した。もう激しい労働に耐えることができないと、Kは母に手紙を送り、その後警察の助けによって救助された
。



	被害者への支援措置
	51. 性的および家庭内暴力の被害者の救済および支援プログラムは不十分とはいえ実施されているが、搾取、暴力、および虐待を受けた障害者向けのプログラムはない。その結果、住居や日常生活などの必要な支援は提供されず、生存者の大半は施設に戻らなければならない。地域社会内で虐待を受けた障害者の場合、安定した居住地がなく、施設以外に選択肢がない。
52. 国連人道問題調整機構は、障害者に対する人権侵害や差別是正を担当する機関であるが、組織や人員に関して必要な増強はなかった。結果として、受け取った苦情を捜査し救済するのに多くの時間がかかり、加えて3つの地域事務所しか持たないため、アクセシビリティが欠如している。



	勧告
	》韓国政府に対して、施設、家庭、学校、職場、地域社会における障害者に対する搾取、暴力、虐待の状況に関する定期的かつ体系的な調査を実施するよう勧告する。調査では、障害の種類、程度、性別、年齢、そして農業や漁業、島々などの地域によって異なる特性、特に障害のある女性や女児、障害児、障害のある高齢者などを考慮する必要がある。 
》韓国政府に対して、搾取、暴力、虐待の対象となった障害者のための支援策、そしてそのニーズ（避難所管理、住居支援、自立生活支援、など）に対応するための政策を設け、彼らが心理的および感情的安定性をとりもどし地域社会内に落ち着くまで提供するよう勧告する。支援政策には障害の種類と程度、性別、年齢を考慮した法的根拠が必要である。
》韓国政府に対して、搾取、暴力、虐待の状況下での権利と対処方法に関する情報を障害者に提供し、彼らが救済措置に容易にアクセスできるようにするための措置を講じることを勧告する。そのような措置には、韓国国家人権委員会の組織規模の拡大と人員数の増加、障害者団体と市民団体の活動に対する支援が含まれなければならない。


第１７条　個人をそのままの状態で保護すること
	避妊手術の強制
	53. 発達障害のある女性が初潮を迎えると、育児に社会的支援政策がないため、彼女の家族は即座に妊娠と性的暴行の可能性を心配するようになる。発達障害のある男性の場合もそれほど違いはない。このような懸念から、避妊手術を強制する場合があり、入居施設に居住する障害者はしばしば生殖権を侵害される。しかし、発達障害者に対する強制避妊手術の状況に関する調査は行われておらず、予防と支援のための関連政策はまったく存在していない。
Case 1.
全北区の福祉施設では、11人の女性が事前に同意などまったくしたことがないにもかかわらず、「臭いを忌避する」ために子宮摘出術を受けた
。



	勧告
	》韓国政府に対して、単に障害を理由とした本人の自由意志に反する強制不妊手術を含む強制措置の状況について調査するよう勧告する。また、障害者の生殖の権利を確保する法的および体系的な手段を設け、関連する政策を実施するよう勧告する。特に、法律、制度、政策の中で、ニーズのある障害者により多くの社会的支援を提供するために、障害の種類と程度、性別、年齢を考慮する必要がある。



第１８条　移動の自由及び国籍についての権利
	入国制限
	54. 出入国管理法第11条は「精神・社会的障害を有する人で、理由がなく、滞在のための介助者を伴っていない」と分類された外国人は入国を拒否できると規定している。これまでは、障害に基づいて否定するケースはなかったが、この規定は、障害に基づいて入国を恣意的に拒否する法的根拠として誤用される可能性を含んでいる。




	障害のある外国人への差別
	55. 障害のある外国人は、WDPA第32条の下で障害者として登録することができる。ただし、国家予算を考慮して、第32条第2項には福祉支援の制限が定められている。その結果、韓国に在住する障害者は、パーソナルアシスタントサービス、障害年金、障害給付などの11種類の障害者支援事業から除外されている。

Case 1.
Aは、脳損傷があり障害程度1の中国人でソウル麻浦区に住んでいる。 Aは歩くのが難しいため、横になって1日中家にいる。2013年にAは障害者として法的に登録されたにもかかわらず、最も必要とされるサービスであるパーソナルアシスタントサービスを受けることができなかった
。



	勧告
	》韓国政府に対して、入国管理法第11条を廃止するよう勧告する。
》韓国政府に対して、障害のある外国人に対する差別的規定である障害者福祉法第32条（2）を廃止し、国民と同等に全ての権利を享受する措置を取るよう勧告する。 


第１９条　自立した生活及び地域社会への包容
	パーソナル
アシスタント
サービス
	56.機能障害の度合いに応じた医学的判断に基づいて、障害者は異なる障害の等級に分割され、その結果はパーソナルアシスタントサービスの申請資格に影響を及ぼす。しかし、このアプローチは、パーソナルアシスタントサービスを必要とする人の適格性を根本的に制限する。適格基準に該当する場合でも、残された身体能力に基づいて決定される。つまり、視覚および/または聴覚のような感覚障害を有する人および発達および精神・社会的障害などの精神的タイプの障害を有する人は、深刻な不利益に直面する 。決定基準は、ほとんどの場合、医療基準に基づいており、個別の環境および文脈上の要素を完全に無視している。
57. 特に障害を持つ女性は、家庭内と社会活動の両方でパーソナルアシスタントサービスを必要としているが、障害のある男性と同じ基準でサービスが提供されている。その結果、障害を持つ女性が家事のためにパーソナルアシスタントサービスを利用する場合、社会活動のためのサービスを提供することが比較的制限される。
58. また、障害の種類と程度や性別に応じて、個別のニーズに合ったパーソナルアシスタントを訓練することには非常に困難がある。これは、パーソナルアシスタントのための体系的で専門的な教育の欠如と、労働の度合いを考慮すると非常に低い賃金など、貧弱な待遇に起因する可能性がある。
59. パーソナルアシスタントサービスを提供されている障害のある人は、サービスの使用に一定の割合を支払う必要がある。しかし、支払い額は、個人の所得水準に基づいて計算されるのではなく、家族の所得水準に基づいて計算される。その結果、1人で暮らしている障害者にとってサービスの利用は直接的な経済的負担につながるが、家族と一緒に暮らす障害者は、家族全体に負担をかけることになる。後者のために、実際には家族がサービスの利用を拒否した場合がある。
60. パーソナルアシスタントサービスの申請件数は依然として増加し、障害者が生まれた家族の経済的負担が増加しているが、政府は割り当てられた総予算のうち、2011年には300億ウォン、2012年には800億ウォンを使用しなかった。




	パーソナル
アシスタント
サービス
	61. こうした機関の居住者および機関の数は引き続き増加しており、脱施設化および独立した生活への政策に逆行する傾向を示唆している
。それでも、コミュニティにおける自立生活を支えるために割り当てられた予算は、機関を支援する予算よりも著しく低い。政府は、政策を推進し、施設に居住していて退去を希望する障害者を支援するための計画を打ち出したが、この目的のために別枠の予算は割り当てられなかった。

62. 113の異なる機関に住んでいる729人の回答者による調査では、自立生活に前向きとした57.5％の回答者（2012年の人権状況調査、NHRCK）は、施設を離れて地域社会に住むことを希望していた。しかし、住宅や医療ニーズを支援し、収入を確保し、雇用を導入する政策がないため、障害者の大多数は独立生活を選択肢として考慮しておらず、希望に反してその考えをあきらめる者もいる。特に、精神・社会的発達障害者の特性を考慮するコミュニティへの参加政策はほとんど存在しない。




	勧告
	》韓国政府に対して、すべての障害者のニーズを満たすためにパーソナルアシスタントサービスの申請資格を制限する現行制度を改訂し、障害の種類または性別に基づいて差別が起きないよう決定システムを改善することを勧告する。また、障害者が障害の種類や程度、性別、年齢にかかわらずサービスを利用できるようにするために、自立生活のための政策の影響評価を行い、関連する法律や制度を改訂することを勧告する。改善の過程で、障害者、特に障害のある女性の積極的な参加を確実にしなければならない。 
》韓国政府に対して、障害の種類や程度、性別、周囲の環境に応じた個別の状況などの個人的条件を十分考慮して、パーソナルアシスタンスサービスの時間を提供することを勧告する。また、必要に応じて、1日24時間、パーソナルアシスタントサービスを提供するために関連する法律、制度、政策を改善することも勧告する。また、提供されるサービス時間数の地域格差を縮小するために、中央政府は地方政府を支援する措置を講じなければならない。 
》韓国政府に対して、居住施設に現在住んでいる障害者の地域社会への統合のために、自立生活のための政策の中長期計画を策定し実施することを勧告する。このような中長期的な政策には、住宅や医療のニーズを支援する政策、所得（雇用）を保証する政策が含まれなければならない。



第２０条　個人の移動を容易にすること
	歩道のアクセシビリティ
	63. 2013年の交通脆弱性のための移動利便性調査報告書によると、視覚障害者の64.1％が外出時に不便を経験し、42.2％が歩道に関する不便を経験したと回答した。調査された症例の54.9％において、歩行点字、可聴歩行者信号、およびボラードは設置されておらず、法的基準を満たさなかった
。



	補助機器と支援技術
	64. 身体障害者の66.3％が価格のために補助器具を購入していないと回答し、50.6％（2011年障害者調査、MHW）、50.6％が購入時に国民健康保険の給付を受けていた。厚生労働省は、補助機器購入の経済的負担を緩和して障害者の賃金を合理化する要望を受け入れておらず、少数品目の給付を上げているに過ぎない。ほとんどの支援装置の基準は過去9年間据え置かれ 財政的負担が増えている。
支援技術デバイスの研究開発は、貿易産業エネルギー省、厚生労働省、雇用労働省、文化スポーツ観光省、教育省、保安省によってばらばらに進められ、部門ごとの成果を作り行政監督者向けの見世物となってしまった。



	移動技術の訓練
	65. 現在、条約第20条（c）を実施するための法的根拠や政策は存在しない。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害の種類と程度、性別、子どもか成人か高齢者であるか、住居の広さや地域などの個人的特徴を考慮しつつ、補助機器の製造と流通の研究開発を促進することを勧告する。また、補助機器購入の費用負担を最小限に抑えるため、さまざまな施策を実施するよう勧告する。そのような施策には、受給資格を決定する際の処方基準の改善が含まれていなければならず、障害者の参加を確実にしなければならない。
》韓国政府に対して、障害者とともに働く従業員の移動のための技能に関する研修の法的基盤を確立し、合わせて適切な研修を確保するための政策を採用することを勧告する。

	
	


第２１条　表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会
	手話の公的認知
	66. 韓国の手話は、公用語の地位を保持していない。その結果、聴覚障害および/または言語障害を有する人は、経済的、社会的および文化的な領域において差別されている。聴覚障害者の権利に関するDPOは、新しい法律の制定を推進しており、その結果、すべての政党が関連する法案を提案している。しかし、まだ立法は確立されていない。




	コミュニケーション支援
	67. 韓国語の手話を第一言語として使用していない聴覚障害者や、脳病変や発達障害者など自由に意見を述べることが困難な人に対する、コミュニケーション支援システムなどの政策やサービスは、 存在しない。




	手話の公的認知
	68. 放送素材への障害者のアクセスを確保する通知、とくにアクセス可能なテレビ番組の構成と提供に関する通知には、番組数の基準（地上放送の場合手話通訳は5％、字幕の場合は100％ 画面読み上げは10％）が含まれ、実施されている。しかし、質を確保するための特定の基準（字幕の正確さ、手話通訳が現れる画面のサイズなど）は含まれていない。結果として、効果的な進歩をもたらしてはいない。 特に、発達障害者の特徴を考慮した情報へのアクセスを確保するための政策や法的根拠はない。



	勧告
	》韓国政府に対して、韓国の聴覚障害者が使用する手話を公用語として認定し、関連する法律や政策を確立することを勧告する。このような法律を制定する過程で、聴覚障害者の参加を保証し、その要求が十分に考慮されるようにする必要がある。
》韓国政府に対して、障害者が自由に意見を表明できるよう、包括的で体系的な支援策を提供することを勧告する。そのような支援措置は法的根拠を持っていなければならず、特に脳病変や発達障害のある人に対して表現やコミュニケーションの支援を含める必要がある。 
》韓国政府に対して、障害者のための放送資料へのアクセスの確保、とりわけアクセス可能なテレビ番組の編成と提供に関する通知を改善することにより、障害者の放送資料へのアクセス権を効果的に確保するための措置を講じかつそのような権利に関する定期的かつ継続的な監視を行うことを勧告する。


第２２条　プライバシーの尊重
	プライバシーの侵害
	69. 個人情報保護のための国内法が制定され、実施されている
が、入所施設に居住する障害者は、CCTVカメラの存在、バスルームへの半透明ガラス扉の設置によってプライバシーの侵害を頻繁に受けている。「安全性」のためという申し立ては、外部から内部の動きを見ることを許してしまう。特に、2012年の平昌のスペシャルオリンピックでは、知的障がいのある参加者2,000人が位置追跡装置と小型カメラを着用するという事件があった。彼らの所在地、写真、ビデオは時間単位で送られた。このような措置は、参加者の法的代理人の同意なしに、組織委員会によって行われた
。




	個人情報（Identity） の窃盗
	70. 2013年12月、ある個人が知的障害者の個人情報の窃盗犯と特定され、約2億ウォンの金銭的被害を引き起こしたとして逮捕された。被害者は、2007年から15回にわたり1億2000万ウォンの借入金を受け、知的障害者の名前でスマートフォン口座を開設し、個人の銀行口座から彼/彼女自身の口座へ8000万ウォンを譲渡した
。さらに、2014年4月に知的障害者12人の個人情報を盗んでクレジットカードを発行し、商品を購入して再販するケースがあった。金銭的被害額は2億ウォンだった
。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害の種類、性別、年齢などを勘案して個人情報の保護に関する法律を改正し、障害者のプライバシーと個人情報を保護するための包括的な計画を策定することを勧告する。 


第２３条　家庭及び家族の尊重
	出産・育児への支援
	71. 家族と子どもの保護と支援に関する様々な国内法
は、障害者とその家族の支援を定めている。現在、利用可能な支援サービスには、重度障害児の家族の介護サービス、介護者のためのレスパイト支援プログラムなどがある。しかし、これらの支援サービスの提供は、重度障害者のいる低所得の家庭に限られている。供給不足のために、そのようなサービスでさえ、実質的な助けを提供するには不十分である
。

72. 障害のある女性は出産や育児の過程で多くの困難を経験することが分かっている（2011年障害者調査、MHW）。とりわけ、コミュニケーション支援、子育て支援、育児訓練の提供など、障害の種類や程度を考慮した出産・育児支援のための様々な形態が必要である。しかし、少数の地方自治体および地域福祉センターが運営する独立したプログラムを除いて、支援は存在しない。少子化による人口減少により、障害程度1〜3の女性の出産助成金は子ども一人当たり100万ウォンで、地方自治体の支援は関連する地方条例の存在にかかっている。

73. 「第4次男女共同参画基本計画」によれば、聴覚に機能障害をもつ女性の聞こえる子どもの言語能力開発支援、障害がある女性の子どもの学習の支援、身体障害がある女性のこどものスポーツや文化活動の支援など個別の支援プログラムを開発し提供する計画がある。しかし、これらのプログラムの実施に関するデータはない。加えて、視覚に機能障害のある女性の視覚のある子どものための読書や仕事の勉強のサポートや、障害のある女性の障害児のためのサポートでは参照となるものがない。



	母としての権利
	74. 2011年障害者調査によると、障害のある未婚者339,355人のうち、結婚可能な年齢でない人は17.5％、53.3％は「健康と障害」が理由で結婚していない。身体障害を持つ既婚女性の最近の研究では、子育てに対するアンビバレントな感情があることが示されている。 言い換えれば、出産と育児は、女性が女性性を満たすことを可能にする積極的な経験であるが、育児の過程で蓄積された圧力と罪悪感のために自尊感情が低く、また彼らは母親としての役割を果たすことができないだろうとの偏見からの不満を経験する。障害をもつ女性の出産・育児に向けた地域社会の否定的な認識は、母親の権利に対し直接的・間接的に違反の原因となることが予想される。
75. 知的障害者の結婚に関する意見が求められたとき、知的障害者のための療養所で働く職員のほとんどは、障害のある2人の間の結婚に懸念や反対を示した。これは、家族を見つける権利を確保するための地元コミュニティの基本的な支援の欠如と、機関の職員によって広く認められている認識、つまり障害者は平等な権利を持つ人間ではなく、むしろ助けを必要とする「患者」であるという医学的モデルに基づく認識によっても引き起こされているようだ。




	ヘルスケアへのアクセス
	76. 障害のある大人の女性に関する調査によると、一般病院の心理的負担とさまざまなタイプの障害を考慮した設備や設備がないため、障害のある妊婦の25.7％が出生前検査を受けずに出産している
。他の研究では、流産の経験がある障害のある女性では自然流産の割合よりも中絶の割合が高いことが示されている。中絶を経験した女性のうち、48.5％が周囲の人々から推奨されたと回答し、障害者が子どもの数と年齢差を選ぶ権利が侵害されていることを暗示している。



	養子と原家族への支援
	77. 養子縁組に関する特別措置法は、障がい児を養子にする家庭内の家族のための育児補助金の提供を通じて、障害児の国内養子縁組を促進するプログラムを奨励している。対象人口は、「法律で認められた養子縁組センターを通じて障害児を養子にし、同法に定められた要件と手続きを満たす家庭内家族」として指定されている。
78. 放棄された児童を養子にする場合、政府は必要な費用を賄い、養子縁組の年金と祝福金を提供する。養子になった13歳未満の子ども、重度障害児、軽度障害児は、それぞれ15万ウォン、62万7千ウォン、55万1000ウォンの育児給付を毎月受けることができる。障害児は、治療相談やリハビリなどの医療費などとして年間260万ウォンを受け取ることがある。そのような支援の上で、養子縁組のための祝賀金と高等教育の教育費の支援を受けることがある。
79. しかし、障害のある児童が出生家族にいる場合、まだ家族の世話のかかる36ヶ月齢以下の未就学児童では児童扶養手当を20万ウォン受け、就学前で36月齢を越えた未就学児の場合は、所得水準にかかわらず10万ウォンの給付を受ける
。結論として、出生家族よりも養子縁組をした家族により多くの支援が提供される。これは、子どもの権利条約（CRC）と子どもの保護に関するハーグ条約の下での出生家族による養育の原則に反する。
Case 1.
2013年8月、障害児・発達障害センターでは、18歳未満の障害児を持つ保護者1,400人を対象に全国調査を実施した。81.5％は子育てに「財政的負担を感じている」と答えた。 特に、障害児の養育と教育の提供は短期の任務ではなく、子どもが成熟した後も継続する必要があることに起因している。また、障害児を育てるために、「仕事から辞めた経験」があると回答したのは48％であり、障害児を育てる両親は定期的に差別を受けていることが示されている。孫鶴（ソンシル）大学の金キンミ教授（社会福祉学部）は、「障害のある児童の育児費用は、障害のない子どもの1.5倍以上である」と述べた。障害児の育児や教育に対する支援が増えていない場合や、障害者やその親に対する社会的認識の変化がなければ、障害を持つ捨てられた子どもの数は増加する」と語った
。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害のある子どもの親の出産と育児を支援するための法的措置を講じ、包括的な政策を実施することを勧告する。この支援策には、親の障害の種類と程度および性別に基づいた個別サービスの提供が含まれる必要がある。さらに、障害のある子どもの親の参加は、そのような政策の計画、実施、評価の過程で積極的に確保されなければならない。
》韓国政府に対して、親が子どもの障害の種類と程度の理解を深め、育児の過程において適切な世話ができるように障害児の保護者のために育児と教育の支援を行うことを勧告する。また、障害により発生した追加的な経費を支援することにより、育児の経済的な負担を軽減するための措置を講じなければならない。 
》韓国政府に対して、子どもの権利条約と子どもの保護と国際養子縁組に関する協力に関するハーグ条約に規定されている出生家族でのケアの原則に準拠した適切な法律と政策を確立することを勧告する。そのような法律や政策の目的に沿って、子どものケアを維持し、障害児の養子縁組の恩恵を調整するために、出生家族を支援する必要がある。
 


第２４条　教育
	インクルーシブ教育の不適切な実現
	80. 障害者の教育の権利を確保するための法律が制定され、実施されている。 しかし、障害者の教育に関連する政策は、分離教育とインクルーシブ教育政策の両方を包含し、インクルーシブクラスと特別クラスを同時に通常学校に組み込んでいる。インクルーシブまたは特別クラスの導入によるこうした「インクルーシブ教育」でさえ、クラスは形式的なレベルのインクルージョンで、すべての小・中・高校の56.7％の学校を数えるに過ぎず、特別教育の適格性を認められているのは全生徒の18.4％である
。2013年現在、中等・高等学校で平均5.9人の学生が特別授業に参加し、わずか1.1人の学生がメインストリーム授業に参加しており、これはずいぶんと低い数字である
。



	個別教育
	81. 障害者のための特別教育法（ASEPD）は、様々な障害の種類と特徴を考慮した個別教育計画（IEP）の作成を義務づけている。しかし、そのような計画は、設立から実施まで一貫して管理されており、障害のある子どもの年齢や性格を考慮しなければならないIEPの本来の目的を実現するには不適切であるという批判が十分にある
。そうしたことから、個別教育に関する障害児のカリキュラムと達成度を適切に評価することはできないが、様々な配慮の確保に欠けているために、多くの視覚障害や聴覚障害、脳病変のある学生がインクルーシブ教育を諦め、特別学校へ入学や転入をしている。
82. さらに、通常教育と特別教育の教師のための訓練が別々に行われている。 これは、すべての教師が、障害の種類と程度に応じて、学生のさまざまな特性を理解し、それに対応するように訓練されているわけではないことを意味する。たとえば、聴覚障害者のための特別学校のすべての教師のうち手話通訳資格を保持しているのは6％だけで、専門性の深刻な欠如を意味している
。



	生涯教育
	83. 学齢期を越えた障害者の生涯学習を確保する法的根拠はあるが、実際にこれらの規定を実施するための、政策や予算などの支援はほとんどない。2011年の障害者調査の結果によると、18歳以上の障害者の99.2％は生涯教育プログラムに一度も参加したことがないと回答した。これは、タイプと障害と性別を考慮した教育プログラムの欠如と、生涯学習を提供する教育機関の深刻な不足に起因する可能性がある。




	勧告
	》韓国政府に対して、障害者が他の人と平等に通常教育と生涯学習の機会をもち、障害者の教育権が確保されるように、教育制度と支援体制を確立することを勧告する。その際、障害の種類・程度や性別に基づいて様々な人がいることを考慮しなければならず、障害のある女性や女児の排除を防ぐための積極的な措置を講じる必要がある。 

》韓国政府に対して、通常の教育と生涯学習の中で、障害者の自立と自己決定を強化するプログラムを確立することを勧告する。そのようなプログラムには男女平等が含まれていなければならない。 
》韓国政府に対して、障害児の障害の種類と程度、性別を考慮した個別教育プランを確立し、このプランに従って教育成果の評価を可能にするカリキュラムを確立するよう勧告する。さらに、教育への権利を確保するためにアクセシビリティを高め、合理的配慮の提供を確保するための措置を講じる必要がある。


第２５条　健康
	第25(e)条の留保
	84. 障害者の健康を確保するための法律が制定され、実施されている
。しかし、2011年の障害者調査によると、障害者全員の53.7％が健康保険加入に関する差別を受けていた。韓国政府は、商法第732条に抵触しているためと、条約第25条（e）の批准を留保した。最近では、健康保険の加入に関連して法改正や障害者に対する差別的な規定の見直しなどが努められている。しかし、改正法の中でも、障害者が「精神的能力を所有している」場合にのみ排他的に健康保険の加入が認められている。これは、曖昧な「精神的能力」の基準に基づいて、加入の拒否を完全に防止することができないことを意味する。




	ヘルスケアの恩恵
	85. 障害者の家計所得（2011年障害者調査、MHW）は、全国平均で3,713,000ウォン（2011年6月現在）のわずか53.4％に過ぎない。障害による追加費用（月平均167,000ウォン）のうち、医療費が最も多い割合を占め、34％（または56,800ウォン）であった。また、最も必要とされる福祉サービスの調査結果では、第1位が所得保障（38.3％）、第2位が健康管理の保障（31.5％）であった
。これは、低所得と障害による医療費とが組み合わされた結果である経済的負担が、障害者の健康維持に関わる最も深刻な要素であることを意味する。

Case 1.
K（62歳）は、不整脈および糖尿病による合併症のために心臓ペースメーカーを埋め込んでいる。したがって、彼は頻繁に心臓障害とエネルギー不足のために入院し、健康上の恩恵に頼っている。以前は、処方箋に基づいたすべての心臓薬が無料だったが、現在では支払い対象外の品目に分類されるたくさんの医薬品の負担を一部自己負担しなければならない。彼の月額補助金は34万3000ウォンで、ほとんど生計を立てていないため、入院費や医療費を賄うお金が実質的に不足している。心臓病の場合、予防努力や早期治療によって健康状態を維持または改善することが可能であり、医療費は最大60万ウォンに達する可能性がある。しかし、医療費は、基本的な生活費補助金の受給者にならない限り、給付の対象にはならない。2008年から3年間にわたり、以前は無料で提供されていた心臓薬は、支払い対象外の商品に着実に移行しており、心臓病患者の経済的負担も高まっている。そのような支払い対象外の薬の１つは処方することはできるが、月額50万ウォンを要し、経済的および心理的負担につながる
。



	医療従事者の教育の不足
	86. 障害の種類と程度、性別、年齢を考慮した緊急時の国別対応マニュアルがないため、そのようなマニュアルを配布することはできず、救急室の職員にトレーニングを提供することができない。さらに、障害の種類や程度、性別に応じたヘルスケアサービスへのアクセシビリティは、ヘルスケア施設の物理的アクセシビリティの欠如、ウェブサイト経由などの情報へのアクセスの欠如、および 障害のある人に関する認識の欠如のため、一般的に低い。

Case 2.
発達障害のある子どもが緊急治療室に連れてこられたが、「胃が痛い」と繰り返すばかりであった。医師は、状況の緊急性を見破れず、別の患者の対応をした。 その結果、子どもの虫垂炎は見過ごされ、腹膜炎に発展した。

Case 3.
-6つの地域にわたる、56の病院、37の漢方医院、65の療養所のモニタリングの結果によると、27.4％が手話通訳とテレビ電話を提供し、25.6％は点字や拡大印刷の書類を提供していた。オンライン予約サービスを通じて治療を提供することができるのはたった117の病院（または5分の1）であった
。

-聴覚障害者が治療に必要な情報を入手するためには、手話通訳者が病院内に常駐していなければならない。 しかし、2つの私立病院を除いて、常駐の手話通訳がいた医療保健施設はなかった
。
-発達障害者に関しては、ソウルの国立病院と総合病院の18施設のモニタリング結果によると、タッチスクリーンによる支援はわずか16.7％であった。これから行われることのプロセスとそれによっておこる結果について予測するのに役立つ情報資料があるのは11.1％でしかなかった。ソウルの保健所では、発達障害者の利便性を支援するスタッフや指導者はいなかったが、発達障害者が検査や治療のプロセスを予測するのに役立つ情報資料があるのは9.1％にすぎなかった。

身体障害者の場合、ソウルの3つの国立病院と5つの保健所でモニタリングが行われた。身体障害者が快適にアクセスできる登録用デスクはどこも設置していなかった。
300床以上の総合病院46施設の利用に関する改善点を調査した結果、看護師の障害者理解の向上が25.7％であった。そのような回答は、聴覚障害または言語障害を有する人と、障害程度が1〜3の重度障害を持つ人々（すべて10代または20代）において特に共通していた
。また、ソウルの18の国立病院と11の保健所のモニタリング結果によると、3つの病院と1つの保健センターのみが障害についての研修を行った（発達障害者の行動の理解や知覚改善など）（2011年 、韓国の障害者差別措置法）。



	障害のある女性
	87. 障害のある男性と比較しても、障害のある女性は、教育のレベルが低く、情報にアクセスしにくく、就業率が低く、社会への参加機会が少ないため、特に貧困の対象となる。彼女たちは、病院の利用に伴う経済的負担及び、社会への参加と機会の不平等のために、社会的関心と政策の両方に関して盲目な状態に置かれている。


	勧告
	》韓国政府に対して、商法第732条を廃止し、障害を理由とする健康保険加入に関する差別の状況を解決するよう勧告する。このような措置がとられた後、できる限り速やかに条約第25条（e）の留保を取り下げなければならない。
》韓国政府に対して、障害によって被った追加費用を支援する措置と、医療費に起因する障害者の財政負担を最小限に抑えるための措置を講ずることを勧告する。そのような措置は、障害の種類と程度と性別を十分に考慮する必要がある。
》韓国政府に対して、障害の種類と程度、性別、年齢を考慮して、受療過程での適切なサービスを提供するための措置を講じることを勧告する。そのような措置には、聴覚障害、脳病変、発達障害者を支援する計画や、障害のある女性や女児の医療サービスのアクセシビリティを高める計画が含まれていなければならない。特に、障害の種類や程度、性別、年齢などを考慮した緊急時の対応マニュアルを作成し、そのマニュアルをすべての病院に配布し、適切な訓練を実施する必要がある。


第２７条　労働及び雇用
	低い雇用率
	88. 2013年12月現在、全国の雇用率は60.4％で、障害者の雇用率よりも24.4％高い。障害者の雇用率は36％を維持している。全国の失業率は3.2％で、障害者の失業率よりも2.7％に比べて低く、障害者が雇用分野で除外されていることを意味する。また、経済活動に参加している障害者の数は940,379人で、障害者全人口の38.5％に過ぎない。障害のある女性の経済活動への参加率と雇用率は、障害を持つ男性の割合の約半分であった
。




	低賃金
	89. 2013年第4四半期現在、フルタイムの従業員数が5人以上の事業者の平均賃金は3,329,000ウォンであったが
、障害者の労働者の平均賃金は1,318,000ウォンで
約200万ウォン下回った。特に、障害を持つ女性は、障害を持つ男性よりもさらに低い賃金の対象となっていた。障害を持つ男性はまた障害のない人に比べて賃金が低い。彼らの状況は、雇用の種類、職種、組織内の地位を考慮すると、貧弱でもあった
。



	技術の少ない仕事
	90. 障害者が得た仕事の分析では、多いものから順に、単純労働（23.8％）、農林業、漁業（18.2）、設備・機械の運営、組立作業 13.8）％であった。これに比べ、全労働者では多い順に、 熟練又は専門職（19.5％、障害者は8.9％）、事務職（16.6％、障害者は9.5％）であり、次いで単純労働に従事する者 （13.3％、障害者のための23.8％）であった。これは、障害を持つ人々が、不釣り合いに、単純な仕事を伴うより低い賃金の地位にあることを示している
。



	最低賃金法
	91. 最低賃金法第7条では「労働能力をはっきりと欠く人（判断基準は雇用主によって任意に設定され、障害者は主に重度および重度の障害を持つ人に分けられる）」が除外され、条約に違反している
。その結果、多くの障害者、特に精神障害者は、最低賃金以下の賃金を受け取っている
。



	障害のある女性
	92. 障害のある女性は、経済活動に参加したり雇用されたりする可能性が障害のある男性のおよそ半分であり
、低い賃金と貧しい労働条件のために苦労している。適切な雇用形態の開発は、デジタル画像の編集、テレマーケティング、会計などの特定の業務に限られており、そのようなタイプそれ自体に、障害のある女性の仕事を選択する権利を侵害する可能性がある。オンラインでの仕事や電話相談などの在宅勤務は、障害を持つ人、特に障害を持つ女性の雇用を増やす効果的な手段として注目されているが、そのような仕事は、労働の過程で直面するすべての困難を個人が背負うことを求め、また障害のある人を社会から隔離することになるかもしれない
。それに、障害者の社会活動に必要な社会基盤の整備を遅らせる原因ともなりうる。さらに障害を持つ女性は、一般的な女性の雇用や社会活動を促進することを目的とした仕事と家族のバランスをとる政策から除外されている
。これは、障害のある女性の代理店と一緒に働く能力と社会参加能力が社会に認識されていないことを証明している。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害の種類と程度、性別、年齢を考慮して、また、障害者雇用促進政策の方向の総合的再評価をふまえて、雇用促進のための中長期的な政策を確立することを勧告する。（低賃金・単純労働の職場への多くの障害者の配置、障害のある女性や精神・社会的障害と発達障害のある人の排除、種類と程度や性別に応じた職種の開発の限界と問題、雇用継続と離職率を低く維持するための方策、障害のある女性の仕事と家庭のバランスをとる政策などの課題がある。）政策計画の過程で、政府は障害の種類と程度を考慮して障害者の参加を確保しなければならず、特に男性と女性の平等な比率を考慮する必要がある。
》韓国政府に対して、保護作業所やデイケア施設にいる、労働市場への進出が困難な重度障害者への分別されたケアに関する正確な状況を把握するための措置を講じることを勧告する。また、彼らの労働者として適切な地位、適切な賃金を確保するための措置も講じなければならない。


第２８条　相当な生活水準及び社会的な保障
	低い月収
	93. 障害者世帯の平均月収は1,998,000ウォンで
、全国平均の3,870,000ウォンの51.6％
に過ぎない。これは、53.5％であった2005年の割合に比べて改善されていない。また、障害者の月平均給与は1,318,000ウォン
で、3,329,000
ウォンに達する全労働者の39.5％に過ぎない。 15才以上の障害者の雇用率も低く、36％にしか達していない。国全体での経済活動への参加率が62.3％なのに比べ、重度障害者では21.5％
に過ぎない。このような人たちでは、月給500万〜100万ウォンの人が30.3％と最も高い割合を占めている
。特に、障害を持つ女性は、障害を持つ男性と比較しても、より深刻な貧困状況に直面している
。彼女たちの公的年金への加入率は、障害を持つ男性の半分以下であった（障害のある女性19.3％、障害のある男性49.2％）。




	障害年金
	94. 政府は、障害者の生活を安定させるために障害年金
を提供しているが、その適格性は、機能障害の医療的基準に基づいて、一定の障害程度がある人や重度の障害を有する人に限定されている。その結果、障害が比較的重度でないとされる障害者は、仕事がないために収入がなくても、年金制度から除外され、そのような人に対する支援体制は不十分である
。



	家族を支援する義務
	95. 国民の最低生活を保障する法律である国家基本生活扶助法に基づく扶助を受ける資格は、その扶養義務者が不在、または支援を提供する能力がないために最低生活費以下で生活している者に限られている
。この支援義務に基づく基準の結果、障害者が個人所得を持たない場合、家族（扶養義務者）は、当該者の生活を支える負担を負わなければならず、障害者が家族の財政負担の直接的な原因となってしまう。このため、関連する給付（電気代や自動車税の減額など）を受けながら、家族が自殺したり、障害者を施設に放棄したり、自宅で障害者を放置したりする事例があった。
Case 1.
支援を提供できる扶養義務者がいなければ、自分の障害のある息子は政府の福祉年金を受け取ることができると信じ、50歳の日雇い労働者が自殺した。 ソウル市警察によると、午前8時50分、ソウル市永登浦区汝矣島（ヨイド）公園の木に男性が首を吊って亡くなっているのが発見された。警察に通報した清掃業者は警察に、「散歩をしていた人が死体があると言っていたので行くと、木に男性がぶら下がって死んでいるのを発見した」と述べた。男性のポケットには、極端な決定の背後にある動機を明らかにする遺書があった。遺書には、「私のために私の息子はお金を受け取ることができません。もし私が死んだら、息子の世話をよくして年金を受けられるようにして下さいと、私はコミュニティサービスセンターのスタッフに頼んでいます」と書かれていた。彼はその前の日家を出て行った、何も言っていなかった、だから気付かなかったと彼の妻は証言した。遺書と家族の証言に基づいて、警察は、障害を持つ息子をもはや支えることができなくなったため、彼は自分がむしろ家族の負担であるとの信念の下、自殺を選択したと結論付けた。自殺時に家族が障害児の基本的な生活や福祉のための補助金を受け取ることができると信じていた疑いがある。警察のスタッフは、「12歳の息子は片方の腕を使うことができない」とし、「日雇いのこの男は最近仕事が見つからなかったため、生活が苦しかった」と述べた（2010年12月16日、Ablenews ）。

Case 2.
2012年2月、知的障害を持つ男性が、自分の子どもに収入があるせいで基本的な生活のための補助金を受け取れなかったため、自宅に火をつけて自殺した（2012年10月2日、国民日報）。
96. 障害または非雇用による追加費用による困難を軽減または緩和するための政策の絶対的な欠如の中で、支援の義務は基本的に問題解決のすべての責任を家族に移している。その結果、障害のある人がいる家族は、当該家族を施設に残したり、障害のある子どものため、あるいは生活が維持できないために、自殺のような極端な決定を強いられる状況に陥る。




	補足的保障収入の必要性
	97. 低賃金の仕事に従事する障害者の所得を補うためには、障害者のための補足的な収入のための制度が必要である。このような制度は、障害のある年金とは別に、収入が一定以下の人の所得を社会が補う制度である。このシステムは先進国に見られ、障害者の雇用を促進し生活を安定させる福祉制度で、保護雇用あるいは低賃金そして不安定な雇用に特徴づけられるような二次的な労働市場に留まらない障害者の生活を安定させ、さらに地域社会における自立生活を実現するための基礎となる。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害の程度に基づいて障害年金の受給者を選定する現行の方法を廃止し、障害の種類と程度、性別、年齢に応じて、障害者の費用と所得を適切に考慮するための関連する法律、制度、政策を改善することを勧告する。 
》韓国政府に対して、国家基礎生活保障法に基づく支援義務を廃止し、個人の所得、働く能力、障害の特徴に応じて障害者を支援する方向で措置を取ることを勧告する。さらに、低賃金の障害者の所得を補うために、補足的な収入のための制度を導入しなければならない。


第２９条　政治的及び公的活動への参加
	選挙に出る権利
	98. 国会報告のパラグラフ144によると、2010年現在、299人の現職議員のうち7人が障害を持つ国会議員であり、全国の3,868人の地方議員のうち65人が障害を持つ地方議員であった。しかし、法律で定められているように、障害を持つ市民を代表する政治家の選挙を意味するものではない。公職選挙法（POEA）には、選挙での党候補者の半分を女性に配分する条項が含まれているが、障害者などの他の少数派グループは考慮されていない。



	政党活動
	99. 締約国報告のパラグラフ149によれば、「政党法...国会選挙で投票権を有する市民政党の構成員となる、あるいは市民政党を設立するに際し、障害に基づく制限はない。さらに、ARPDAは、障害者が投票権や被選挙権などの政治的権利を行使する際に、政党は障害のある人を差別をしてはならないと規定している」と述べている。しかし実際には、政党活動に関連した必要な支援を提供する法的・制度的な手段はない。その結果、障害者は政党活動に参加する上で様々な困難に直面し、障害者の参加率は低い。 



	投票する権利
	100. 政府は、締約国報告書第145項において、「POEAにより、病院や居宅に長期滞在しているために、または重度の障害のために指定投票場所に行くことができない人は、 当該施設または居住地で投票することが認められている。そのような場合には、障害者のための居住施設に投票ブースを設置する必要がある。」と述べている。これは、移動が制限されている障害者に合理的な配慮を提供するための手段として理解できるが同時に、もし投票ブースの設置後に国家選挙委員会からの支援が不足した場合、重度障害者が住宅施設の長やスタッフの影響を受けることなく、議決権を行使することができるのかという懸念もある。
  


	合理的配慮
	101. DPOは、参政権の確保に関連する法律の改正または制定を要求しているが、これらの権利はまだ完全には保証されていない。キャンペーン用広報資料は点字では提供されておらず、キャンペーン放送の一部のみが手話通訳を提供している。しかもなお、多くの投票ブースはアクセスができず、手話通訳や様々なタイプの障害の特徴を理解した支援者の割り当てがされていない。特に、発達障害のある人にはキャンペーンに関連する情報が一切提供されていない。



	勧告
	》韓国政府に対して、障害者の政治参加促進のための関連法律と障害者への積極的な支援のための法律を改正することを勧告する。積極的な措置には、すべての政治家のうち特定の割合を障害者に配分するシステムの導入が含まれる。そのように割り当てられたうちの半分は、障害のある女性に付与されなければならない。
》韓国政府に対して、居住施設のすべての投票所に全国選挙委員会の少なくとも1人のスタッフか、不在者投票または公職選挙法第148条（4）に基づく投票ブースの監督者を配置するかして、障害者が十分に投票権を行使できるよう関連する法律を改正することを勧告する。
》韓国政府に対して、障害者がその意思に従って自由に投票権を行使することを確保し、支援政策を実施するための法律や制度を改善することを勧告する。関連する措置には、障害の種類と程度、性別、地域の特性、アクセシビリティの確保を考慮した情報提供が含まれていなければならない。



第３１条　統計及び資料の収集
	構成要素に分かれたデータの必要性
	102. 政府は、条約の履行と関連する政策を評価し、権利行使において直面する障壁を特定し解決するために、障害を持つすべての人々がアクセス可能な統計を収集し、公開する義務を負っている。しかし、3年ごとにMHWが実施する障害者調査を除き、そのような努力はなく、すべての政府政策に関連するような構成要素に分かれたデータは収集されていない。さらに、障害の種類と程度、性別、年齢を考慮した詳細な統計はなく、各政策が障害者に及ぼす影響を評価することを不可能にしている。したがって、人々の社会参加の具体的な状況を把握するには多くの限界がある。



	情報へのアクセス
	103. 特に、精神科病院、居住施設、福祉施設などの様々な宿泊施設の状況に関する統計や調査は、見つけることやアクセスすることが困難である。たとえ統計が存在するとしても、入所や入院の決定が本人によるものか他者によるものかを知ることは困難である。さらに、統計データは、障害者の他の者と同等な情報へのアクセスを確保を意図して、平易な言語、点字や音声形式、手話通訳などの代替的な形式で作成されて共有されているわけではない。




	勧告
	》韓国政府に対して、条約の履行および関連する政策を評価するための予備的データとして、障害者に直接関連する政策を含みつつこれに限定されることのない、すべての部署のすべての政策に関する細分化された統計データを収集することを勧告する。データは、障害の種類と程度、性別、年齢、地域を考慮しなければならず、代替形式の情報の提供を通じて、障害を持つすべての人が自由にアクセスできる必要がある。


第３３条　国内における実施及び監視
	障害者のための政策調整委員会
	104. 首相の下に、障害者のための一般政策を確立、実施、監視、評価するための指定機関である、障害者のための政策調整委員会（PCCDP）が存在するが、PCCDPの会議は一年に平均1回 （またはそれ以下）しか開催されず、1回の会議は2〜3時間でしかない。政府関係者15名、民間部門14名で構成され、その半数は障害者である。これはつまり、合計29人のメンバーのうち7人だけが障害者で、障害のある女性の代表は1人ということである
。




	モニタリングの仕組み
	105. NHRCKは、条約の全国的実施に関する独立監視機関の役割を果たしている。しかし、委員会の議長が大統領によって指名され、予算が政府の影響下にあるため、委員会の地位の自立性と役割に対する市民の信頼は低い。 ARPDAによる苦情の増加に伴い、NHRCK（人道援助機構）の職員数と予算を増やす必要があるが、いずれもむしろ縮小された。その結果、苦情の処理時間が長くなり、人道援助機構は効果的な救済と監視の役割を果たすことに困難に直面している。
106. この文脈の中で、DPOは、パリ原則に準拠した監視メカニズムにDPOと市民社会組織を含めることを継続的に要求しているが、これまで回答はない。 さらに、NHRCKは、条約を実施する計画を立て、実施する過程において、障害者および代表団体の参加を含めることも確保することもしていない。



	勧告
	》韓国政府に対して、条約の実施の促進、評価、実施を監視する目的で、独立監視メカニズムに障害者団体と市民社会組織の参加を促進することを勧告する。また、そのような監視活動を支援するための法的基盤と、予算を含む総合的な措置を確立しなければならない。
》韓国政府に対して、障害者に関する政策の効果的な実施を確実にするために、障害者政策調整委員会を常設委員会に変えることを勧告する。常設委員会は、障害の種類と程度、年齢を考慮し、また障害のある女性と男性の平等な参加を確保しつつ、障害者の参加を確保しなければならない。


（翻訳：高島恭子、山口佳子）

Annex
Article 1. Purpose
Reference 1. The definition and scope under the Welfare of Disabled Persons Act

Article 2 (Definitions of Persons with Disabilities, etc.)

(1) The term "person with a disability" means a person who is hampered by substantial long-term impairment in daily life or social activity due to physical or mental disability.

(2) Persons with disabilities governed by this Act shall be persons falling under paragraph (1) who fall under the types and standards of disability prescribed by Presidential Decree as persons who have a disability falling under any of the following subparagraphs:

1. The term "physical disability" means a disability of principal external bodily functions and internal organs, etc.;

2. The term "mental disability" means a disability caused by psychological development disorder or mental disease.

Article 5. Equality and non-discrimination
Reference 2. Mother and Child Health Act 

Article 14 (Limited Permission of Induced Abortion Operations)

(1) A medical doctor may perform an induced abortion operation with the consent of the pregnant woman herself and her spouse (including persons in a de facto marital relationship; hereinafter the same shall apply) only in the following cases:
1. Where she or her spouse suffers from any eugenic or genetic mental disability or physical disease prescribed by Presidential Decree;
2. Where she or her spouse suffers from any contagious disease prescribed by Presidential Decree;
3. Where she is impregnated by rape or quasi-rape;
4. Where pregnancy is taken place between blood relatives or matrimonial relatives who are legally unable to marry;
5. Where the maintenance of pregnancy severely injures or might injure the health of the pregnant woman for health or medical reasons.
(2) In cases under paragraph (1), if it is impossible to obtain the spouse's consent due to his/her death or disappearance, unknown whereabouts or other extenuating circumstances, the operation may be performed only with the principal's consent.
(3) In cases under paragraph (1), if the woman or her spouse is unable to express her or his/her intention by any mental or physical disability, the consent by a person with parental authority or guardian may be substituted for that, and if there is no person with parental authority or guardian, the consent by a person who is liable to support her or him may be substituted for that.
Enforcement Decree Article 15 (Limited allowance of artificial termination of pregnancy)
(1) An artificial termination of pregnancy, under article 14 of the Act, is permitted within the period of 24 weeks of pregnancy. 
(2) A eugenic or genetic mental disability or physical disease, as referred to in Article 14(1)(1) of the Act, is a disease that highly endangers the fetus, such as achondroplasia, cystic fibrosis, and other genetic diseases.
(3) A contagious disease, as referred to in Article 14(1)(2) of the Act, is a contagious disease that presents high medical risks for the fetus, such as measles and toxoplasmosis, etc.
Article 6. Women with disabilities
Table 1. Occurrence rate of sexual and domestic violence
(Unit: percentile)
	
	Women
with disabilities
	Men
With disabilities

	Domestic violence
	16.3
	11.1

	Sexual violence (including sexual harassment & assault)
	2.8
	0.4


*Source: Ministry of Health and Welfare, “2008 Survey of Disabled Persons”

**Considering that the social environment makes it difficult for women with disabilities to reveal experiences of violence, the situation can be expected to be worse than the above statistics. 
Article 14. Liberty and security of the person
Reference 3. Mental Health Act

Article 24 (Hospitalization by Person Responsible for Protection)
(1) The director of a mental medical institution, etc. may, limited to cases where a neuropsychiatrist decides that hospitalization, etc. is necessary with the consent of two persons responsible for protection of a mentally ill person (with the consent of one person in cases where one person has responsibility to provide protection), hospitalize the concerned mentally ill person, and shall, at the time of his/her hospitalization, receive a written consent of hospitalization, etc. and a document from the relevant person responsible for protection verifying that he/she is such person, prescribed by Ordinance of the Ministry for Health, Welfare and Family Affairs. <Amended by Act No. 9932, Jan. 18, 2010; Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
(2) When a neuropsychiatrist has diagnosed that a mentally ill person needs to be hospitalized, the former shall attach a written recommendation of hospitalization, etc. stating his/her opinion of decision that the mentally ill person concerned falls under cases prescribed in any of the following subparagraphs, to the written consent of hospitalization, etc. under paragraph (1): <Amended by Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
1. Cases where a patient suffers from mental illness that needs, in the degree and nature, medical treatment, such as hospitalization, and care etc., in a mental medical institution, etc.;
2. Cases where hospitalization, etc. of a patient is necessary for the health or safety of the patient himself/herself or for the safety of others.

Article 25 (Hospitalization by Head of Si/Gun/Gu)
(1) A neuropsychiatrist or mental health specialist who discovers that a person is suspected to harm himself/herself or others due to mental illness, may request the head of a Si/Gun/Guto diagnose and protect the person in question. <Amended by Act No. 8939, Mar. 21, 2008; Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
(2) Upon receiving the request as provided for in paragraph (1), the head of a Si/Gun/Gu shall immediately request the neuropsychiatrist for the diagnosis of the person who is suspected as having mental illness. <Amended by Act No. 8939, Mar. 21, 2008; Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
(3) When a neuropsychiatrist acknowledges that the person suspected of having mental illness as provided for in paragraph (2) is in danger of harming himself/herself or others and so hospitalization for a fixed period is necessary to precisely diagnose the symptoms, the head of a Si/Gun/Gu may instruct the relevant person to be hospitalized in a mental medical institution or a general hospital, established or operated by the State or a local government, for a specific period of up to two weeks. <Amended by Act No. 8939, Mar. 21, 2008; Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
(4) The criteria for danger of harming himself/herself or others as provided for in paragraph (3) shall be determined by the Minister for Health, Welfare and Family Affairs after deliberation by the Central Mental Health Deliberative Committee, as provided for in Article 28. <Amended by Act No. 8852, Feb. 29, 2008; Act No. 9932, Jan. 18, 2010>

Article 26 (Emergency Hospitalization)
(1) Those who discover a person suspected to have mental illness and has a substantial risk to harm himself/herself or others, may request the emergency hospitalization of the person concerned by a mental medical institution with the consent of a doctor and police officer, when the situation is particularly urgent that the hospitalization as provided for in Articles 23 through 25 cannot be executed.
(2) In cases where hospitalization is requested under paragraph (1), the police officer consenting thereto or the member of the rescue unit under Article 35 of the Framework Act on Fire Services shall accompany the relevant person to a mental medical institution. <Amended by Act No. 6152, Jan. 12, 2000; Act No. 6893, May 29, 2003>
(3) With regard to a person whose hospitalization is requested under paragraph (1), the director of the mental medical institution may hospitalize him/her on an emergency basis within the range of 72 hours.
(4) In cases where continued hospitalization of the person, whose hospitalization is requested as provided for in paragraph (3), is deemed necessary due to danger of doing harm to himself/herself or others as a result of the diagnosis by a neuropsychiatrist, he/she shall be hospitalized as provided for in Articles 23 through 25. <Amended by Act No. 8939, Mar. 21, 2008; Act No. 11005, Aug. 4, 2011>
Table 2. Period of hospitalization at mental health facilities
	
	Total
	Less than 5 years
	5-9 years
	10-14 years
	15-19 years
	20-24 years
	25-29 years
	30-34 years
	35-39 years
	Over 40 years

	Number of residents
	11,072
	3,335
	2,118
	2,648
	1,050
	731
	681
	332
	157
	20

	Rate (%)
	100
	30.1
	19.1
	23.9
	9.5
	6.6
	6.2
	3.0
	1.4
	0.2


*Source: Office of National Assembly Member Hyun Sook Kim (2013), Ministry of Health and Welfare, 2011 Survey of Human Rights Violations in Residential Institutions
Article 16. Freedom from exploitation, violence and abuse
Table 3. Complaints received on discrimination on the grounds of disability by case type (April 11, 2008 – December 31, 2012)
(Unit: number of cases)
	Case type
	Total
	Physical
	Visual
	Brain lesion
	Hearing
	Intellectual/ Developmental
	Language
	Psycho- social
	Other

	Total
	5,230
	1,657
	937
	384
	580
	725
	41
	227
	679

	Employment
	338
	119
	36
	26
	48
	25
	5
	22
	57

	Education
	323
	43
	57
	23
	41
	104
	3
	7
	45

	Goods & services
	851
	276
	105
	113
	54
	172
	8
	34
	89

	Access to buildings
	753
	514
	122
	37
	2
	10
	0
	2
	66

	Mobility & transportation
	387
	167
	58
	31
	14
	29
	3
	2
	83

	Info. & communications
	641
	26
	337
	4
	230
	22
	2
	1
	19

	Insurance & finance
	429
	115
	63
	39
	71
	72
	5
	35
	29

	Culture, arts & sports
	261
	42
	19
	12
	50
	111
	0
	7
	20

	Justice & administration
	222
	40
	40
	8
	25
	56
	4
	9
	40

	Political participation
	87
	10
	18
	0
	2
	1
	0
	1
	55

	Harassment, etc.
	539
	152
	39
	64
	27
	97
	8
	81
	71

	Other
	399
	153
	43
	27
	16
	26
	3
	26
	105


*Source: National Human Rights Commission, “Achievements and Assessment of the 5-Year Implementation the ARPDA” (2013).
Table 4. Complaints received on harassment by specific type (April 11, 2008 – December 31, 2012)
(Unit: number of cases)
	Year
	Total
	Bullying
	Neglect
	Sexual assault
	Physical offense & abuse
	Financial Exploitation
	Insult & degradation
	Other

	Total
	539
	12
	22
	12
	107
	80
	256
	49

	2008
	42
	-
	-
	3
	5
	7
	26
	1

	2009
	105
	1
	4
	6
	19
	16
	53
	6

	2010
	176
	3
	10
	2
	40
	23
	77
	21

	2011
	105
	4
	4
	-
	22
	16
	50
	9

	2012
	111
	4
	4
	1
	22
	18
	50
	12


*Source: National Human Rights Commission, “Achievements and Assessment of the 5-Year Implementation the ARPDA” (2013). 
Table 5. Counseling data of the Research Institute of the Differently Abled Person’s Right in Korea (RIDRIK) by year 
(Unit: number of cases)
	Case type
	2008 (%)
	2009 (%)
	2010 (%)
	2011 (%)
	2012 (%)
	Total (%)

	Labor rights
	39 (8.6)
	54 (8.0)
	125 (8.6)
	212 (12.6)
	78 (3.3)
	508 (7.7)

	Women with disabilities
	1 (0.2)
	1 (0.1)
	4 (0.3)
	0 (0.0)
	11 (0.5)
	17 (0.3)

	Right to health
	1 (0.2)
	1 (0.1)
	20 (1.4)
	17 (1.0)
	14 (0.6)
	53 (0.8)

	Right to education
	19 (4.2)
	29 (4.3)
	40 (2.8)
	55 (3.3)
	96 (4.1)
	239 (3.6)

	Cultural rights
	3 (0.7)
	1 (0.1)
	7 (0.5)
	28 (1.7)
	16 (0.7)
	55 (0.8)

	Accessibility
	10 (2.2)
	11 (1.6)
	67 (4.6)
	60 (3.5)
	91 (3.8)
	239 (3.6)

	Access to information
	0 (0.0)
	1 (0.1)
	9 (0.6)
	16 (1.0)
	29 (1.2)
	55 (0.8)

	Support services
	27 (5.9)
	42 (6.2)
	53 (3.7)
	22 (1.3)
	37 (1.6)
	181 (2.7)

	Political participation
	0 (0.0)
	0 (0.0)
	4 (0.3)
	1 (0.1)
	5 (0.2)
	10 (0.2)

	Consumer rights
	26 (5.7)
	45 (6.2)
	60 (4.1)
	26 (1.5)
	24 (1.0)
	181 (2.7)

	Rights in criminal procedure
	7 (1.5)
	10 (1.5)
	45 (3.1)
	22 (1.3)
	73 (3.1)
	157 (2.4)

	Residential facilities
	12 (2.6)
	4 (0.6)
	37 (2.6)
	31 (1.8)
	139 (5.9)
	223 (3.4)

	Right to family
	10 (2.2)
	26 (3.9)
	33 (2.3)
	47 (2.8)
	50 (2.1)
	166 (2.5)

	Liberty
	83 (18.2)
	115 (17.0)
	285 (19.7)
	399 (23.7)
	507 (21.5)
	1,389 (21.0)

	Property rights
	48 (10.5)
	62 (9.2)
	126 (8.7)
	178 (10.6)
	416 (17.6)
	830 (12.5)

	Provision of information
	137 (30.1)
	204 (30.2)
	360 (24.9)
	494 (29.3)
	522 (22.1)
	1,717 (25.9)

	Policy suggestions
	22 (4.8)
	34 (5.0)
	31 (2.1)
	23 (1.4)
	73 (3.1)
	183 (2.8)

	Emotional support
	11 (2.4)
	36 (5.4)
	140 (9.7)
	53 (3.1)
	180 (7.6)
	420 (6.3)

	Total
	456
(100.0)
	676
(100.0)
	1,446 (100.0)
	1,684 (100.0)
	2,361 (100.0)
	6,623 (100.0)


*Source: RIDRIK, “Analysis of counseling cases for disability rights advocacy and framework building” (2013). 
Table 6. Situation of discrimination and violence within households against persons with disabilities
(Unit: percentile)
	
	Physical
	Brain lesion
	Visual
	Hearing
	Language
	Intellectual
	Autistic
	Psychosocial
	Renal
	Cardiac
	Respiratory
	Hepatic
	Facial
	Intestinal/ urinary
	Epilepsy
	Total

	Often
	0.7
	1.4
	0.7
	0.6
	5.2
	7.3
	8.8
	6.5
	0.4
	0.0
	0.0
	0.0
	10.8
	0.8
	12.9
	1.5

	Less often
	3.0
	7.3
	1.7
	8.9
	6.0
	16.4
	10.8
	19.5
	4.4
	0.9
	3.7
	0.0
	0.0
	1.9
	11.8
	5.6

	Never
	96.3
	91.3
	97.6
	91.5
	88.8
	76.3
	80.3
	74.0
	95.2
	99.1
	96.3
	100
	89.2
	97.3
	75.3
	92.9


*Source: Ministry of Health and Welfare, “2011 Survey of Disabled Persons.”

Article 19. Independent living and being included in the community
Table 7-1. Current situation of welfare centers and residential institutions
	Classification
	2009
	2010
	2011
	2012

	Welfare centers
	Number of establishments
	185
	191
	199
	205

	Residential institutions
	Number of establishments
	397
	452
	490
	553

	
	Number of persons
	23,243
	24,395
	25,345
	26,442


*Source: National Index
Table 7-2. Current situation of residential institutions by disability type
	Disability type
	Number of institutions (%)
	Number of residents (%)

	Physical disability
	40(7.2)
	2,052(7.7)

	Visual impairment
	16(2.9)
	753(2.8)

	Hearing impairment
	8(1.4)
	335(1.3)

	Developmental disability
	278(50.3)
	11,912(44.8)

	Severe disability
	201(36.3)
	11,014(41.4)

	Infants with disability
	10(1.8)
	510(1.9)

	Total
	553(100.0)
	26,576(100.0)


*Source: Ministry of Health and Welfare, Call Slip of Welfare Facilities for Persons with Disabilities
Table 7-3. Rate of disability budget by city
(Unit: percentile)
	
	Seoul
	Busan
	Daegu
	Incheon
	Gwangju
	Daejeon
	Ulsan
	Average

	Guarantee of income
	17.0
	27.6
	22.3
	21.9
	17.9
	16.6
	17.6
	20.0

	Medical rehabilitation
	8.4
	7.4
	10.5
	8.9
	20.9
	6.6
	5.9
	9.8

	Independent living
	19.4
	20.3
	24.5
	18.4
	18.8
	17.1
	13.6
	18.9

	Institutions/facilities 
	40.7
	33.9
	32.8
	32.3
	34.1
	47.7
	47.2
	38.4

	Employment
	1.5
	2.4
	2.4
	2.3
	1.8
	2.6
	2.7
	2.3

	Mobility & convenience
	11.2
	6.1
	5.7
	9.1
	3.8
	5.7
	6.2
	6.8

	Culture, sports, & information
	1.1
	2.4
	1.4
	6.1
	2.4
	2.6
	3.7
	2.8

	Etc.
	0.7
	0.0
	0.4
	0.9
	0.5
	1.1
	3.1
	1.0


*Source: Human Rights Forum of Persons with Disabilities in Korea, 2013 Research Analysis Report on Disability Budgets.
Table 7-4. Budget per person of residential facilities for persons with disabilities by region in 2013
	City/region
	Net total budget (KRW)
	Number of users
	Budget per person (KRW)

	Seoul
	91,443,919,000
	3,196
	28,611,990

	Busan
	33,023,815,000
	1,377
	23,982,436

	Daegu
	36,817,465,000
	1,558
	23,631,236

	Incheon
	23,132,147,000
	937
	24,687,457

	Gwangju
	15,909,487,000
	711
	22,376,212

	Daejeon
	23,479,510,000
	876
	26,803,094

	Ulsan
	13,454,798,000
	487
	27,627,922

	Gyeonggi
	94,340,860,000
	5,544
	17,016,750

	Gangwon
	23,721,791,000
	1,212
	19,572,435

	Chungbuk
	34,466,777,000
	1,737
	19,842,704

	Chungnam
	34,922,869,000
	1,784
	19,575,599

	Jeonbuk
	30,910,605,000
	1,747
	17,693,535

	Jeonnam
	22,320,288,000
	1,168
	19,109,836

	Kyeongbuk
	47,098,311,000
	1,956
	23,956,415

	Kyeongnam
	37,659,990,000
	1.575
	23,911,105

	Jeju
	9,846,350,000
	477
	20,642,243

	Total/average
	575,155,185,000 (Total)
	26,576(Total)
	22,440,060(Average)


*Source: Human Rights Forum of Persons with Disabilities in Korea, 2013 Research Analysis Report on Disability Budgets.
Table 7-5. Spending of facilities by disability type
(Unit: KRW, number of persons, %)
	Item
	Severe
	Developmental
	Physical
	Hearing/ Language
	Total

	Personnel
	1,956,794,000
	11,064,278,000
	2,233,218,000
	855,937,000
	16,110,228,000
(78.9)

	Management & operation
	96,440,000
	914,156,000
	119,995,000
	89,397,000
	1,219,988,000
(6.0)

	Projects/programs
	308,239,000
	2,260,122,000
	322,001,000
	185,755,000
	3,076,116,000
(15.1)

	Total
	2,361,473,000
	14,238,556,000
	2,675,214,000
	1,131,089,000
	20,406,332,000
(100.0)

	Monthly salary per staff member
	2,673,000
	2,693,000
	3,006,000
	2,594,000
	2,725,000

	Number of users per staff member
	1.4
	1.9
	1.7
	2.0
	1.8


*Source: Ministry of Health and Welfare, Study on the Calculation of Expenses for Services at Residential Institutions for Persons with Disabilities (2011). 
Article 22. Respect for privacy
Reference 5. Domestic legislation related to the protection of personal data
The government enacted the Act on the Protection of Personal Information Maintained by Public Institutions and the Act on the Promotion of Information and Communications Network Utilization and Information Protection, Etc. It is also protecting sensitive personal data and privacy through relevant provisions in the Framework Act on Health and Medical Services, the Medical Service Act, and the Social Welfare Services Act. In particular, there are specific provisions to protect the personal data and privacy of persons with disabilities in the Act on Remedies for and Anti-Discrimination Against and Remedies for Persons with Disabilities Act, the Welfare of Disabled Persons Act, and the Mental Health Act. 
Article 23. Respect for home and the family
Reference 6. Domestic legislation related to the support for home and the family
Such legislations include the Framework Act on Healthy Families, the Mother and Child Health Act, the Child Welfare Act, the Act on Special Cases concerning the Promotion and Procedure of Adoption, the Welfare of Disabled Persons Act, and the Anti-Discrimination Against and Remedies for Persons with Disabilities Act. 
Reference 7. Support services for persons with developmental disability
As for families of persons with developmental disability, the time that parents spend on providing care was 1,350 hours per year for persons with developmental disability, and 2,370 hours per year for persons with autism. However, caretaking services for children with disabilities are only provided for 320 hours per year, while eligibility for even such services is limited to families with a child with severe disability with grading levels 1-3 and with a household income below the national average. 
As for programs to support respite for families with persons with disabilities that require long-term care, the eligibility is limited to those with children with disabilities under the age of 18. In particular, only 1400 households and 520 persons were eligible to benefit from the parent education and support for respite program provided by the Ministry of Health and Welfare in 2013, which is a strict minority in consideration of the total population of persons with developmental disability (190,000 persons). As for psychiatric counseling for parents of persons with developmental disability, the eligibility is again limited to those families with a household income below the national average. 
There is also the issue of the exclusion of families with adults with disabilities, as eligibility for caretaking services, programs to support respite, and parent education and counseling is limited to families with children with disabilities, according to law. 
Article 24. Education
Table 8. Situation of special education in 2013
	
	Special school
	Mainstream school
	Special education support center
	Total

	
	
	Special class
	Mainstream class
	
	

	Total number of eligible stuents
	25,138
	45,181
	15,930
	384
	86,633

	By disability type
	Visual
	1,468
	311
	436
	5
	2,220

	
	Hearing
	1,053
	821
	1,774
	18
	3,666

	
	Psychosocial
	15,172
	27,901
	4,000
	47
	47,120

	
	Physical
	3,584
	4,214
	3,325
	110
	11,233

	
	Emotional/behavioral
	279
	1,760
	715
	-
	2,754

	
	Autistic
	3,191
	4,840
	688
	3
	8,722

	
	Communication
	113
	907
	925
	8
	1,953

	
	Learning
	38
	2,831
	1,191
	-
	4,060

	
	Health
	33
	335
	1,788
	1
	2,157

	
	Developmental
	207
	1,261
	1,088
	192
	2,748

	
	Total
	25,138
	45,181
	15,930
	384
	86,633

	By 
stage of schooling
	Infant
	194
	-
	-
	384
	578

	
	Kindergarten
	869
	1,394
	1,927
	-
	4,190

	
	Elementary school
	6,633
	21,087
	5,798
	-
	33,518

	
	Secondary school
	6,293
	12,023
	3,925
	-
	22,241

	
	High school
	7,555
	10,631
	4,280
	-
	22,466

	
	Higher education
	3,594
	46
	-
	-
	3,640

	
	Total
	25,138
	45,181
	15,930
	384
	86,633

	Number of schools & centers
	162
	6,919
	7,299
	201
	10,880

	
	
	10,517
	
	

	Number of classes
	4,269
	9,343
	14,799
	46
	13,658

	Number of teachers
	7,509
	9,635
	-
	302
	17,446

	Number of teaching assistants
	2,788
	7,060
	509
	--
	10,351


*Ministry of Education, “2013 Annual Report on Special Education”

Table 9. Situation of special education in mainstream schools
	
	Special class
	Mainstream class

	
	Number of schools
	Number of classes
	Number of students
	Number of teachers
	Number of schools
	Number of classes
	Number of students

	Kinder- garten
	346
	380
	1,394
	381
	1,377
	1,710
	1,927

	Elementary school
	3,964
	5,085
	21,087
	5,040
	2,793
	5,510
	5,798

	Secondary school
	1,693
	2,268
	12,023
	2,284
	1,747
	3,653
	3,925

	High school
	912
	1,603
	10,631
	1,918
	1,312
	3,926
	4,280

	Higher education
	4
	7
	46
	12
	-
	-
	-

	Total
	6,919
	9,343
	45,181
	9,635
	7,229
	14,799
	15,930


*Ministry of Education, “2013 Annual Report on Special Education”

Table 10. Placement rate of special education teachers (2009-2013)
	Year
	Number of
eligible students
	Legally required number of teachers
	Number of teachers placed
	Placement rate
(%)
	Number of students per teacher

	2009
	61,343
	15,335
	8,516
	55.5
	7.2

	2010
	62,771
	15,693
	8,877
	56.6
	7.0

	2011
	65,057
	16,264
	9,182
	56.5
	7.0

	2012
	67,323
	16,831
	9,416
	55.9
	7.1

	2013
	68,807
	17,202
	10,072
	58.6
	6.8


*Source: Office of National Assembly Member Eunhee Kang (2013)
Table 11-1. Provision rate of assistive personnel
	
	Number of cases
	Percentile

	Total
	69
	100.0

	Provided
	36
	52.2

	Not provided
	33
	47.8


*Source: National Human Rights Commission, “Study on the provision of assistive personnel in accordance with the ARPDA” (2011)
Table 11-2. Type of accommodation provided by assistive personnel (teaching assistants)
	Type of accommodation
	Number of cases
	Percentile

	Total
	59
	100.0

	Mobility assistance
	30
	50.8

	Sign language interpretation
	2
	3.4

	Reading
	6
	10.2

	Communication in writing
	8
	13.6

	Note-taking, etc.
	4
	6.8

	Other assistance
	9
	15.3


*Source: National Human Rights Commission, “Study on the provision of assistive personnel in accordance with the ARPDA” (2011)
Article 25. Health
Reference 8. Domestic legislations related to health
The Republic of Korea is implementing the following acts to ensure the health of persons with disabilities: Welfare of Disabled Persons Act, National Health Insurance Act, Medical Care Assistance Act, and National Health Promotion Act. The Anti-Discrimination against and Remedies for Persons with Disabilities Act contains a provision that defines the right to health and prohibits discrimination regarding health on the basis of disability (article 31). 
Article 27. Work and employment
Table 12. Population statistics of wage workers by employment type
(Unit: percentile)
	Variable
	Classification
	Disability population
	Entire population

	
	
	Temporary
	Permanent
	Temporary
	Permanent

	Gender
	Male
	68.4
	81.4
	46.5
	62.8

	
	Female
	31.6
	18.6
	54.5
	37.2


*Source: Korea Employment Agency for the Disabled, 2010 Survey of Economic Activity of Disabled Persons
Table 13. Job type of employees by gender
	Classification
	Persons with disabilities
	General population

	
	Estimated persons
	%
	Gender
	Estimated persons
	%
	Gender

	
	
	
	M
	F
	
	
	M
	F

	Management
	8,776
	1.0
	1.4
	0.0
	550,000
	2.3
	3.5
	0.5

	Expert or related field
	68,059
	8.0
	7.9
	8.1
	4,582.000
	18.9
	18.0
	20.1

	Administration
	70,569
	8.3
	9.5
	4.7
	3,724,000
	15.3
	13.9
	17.3

	Service sector
	47,266
	5.5
	3.3
	11.8
	2,470,000
	10.2
	5.9
	16.1

	Sales
	100,768
	11.8
	11.5
	12.5
	2,966,000
	12.2
	9.8
	15.5

	Farming & fishing
	149,541
	17.5
	14.2
	26.8
	1,593,000
	6.6
	6.5
	6.7

	Technician or related field
	83,862
	9.8
	12.4
	2.3
	2,314,000
	9.5
	14.0
	3.3

	Operations & assembly
	94,775
	11.1
	14.6
	1.1
	2,693,000
	11.1
	16.8
	3.2

	Simple labor
	231,034
	27.0
	25.0
	32.7
	3,415,000
	14.1
	11.6
	17.4

	Unknown/no response
	507
	0.1
	0.1
	0.0
	-
	-
	-
	-

	Toal
	855,158
	100
	100
	100
	24,306,000
	100
	100
	100


*Source: Korea Employment Agency for the Disabled, 2010 Survey of Economic Activity of Disabled Persons
Article 33. National implementation and monitoring
Table 14. List of members of the Policy Coordination Committee for Disabled Persons (March, 2013)
	Ex officio members
	Jung, Hong Won
	Prime Minister
	

	
	Jin, Young
	Minister of Health and Welfare
	

	
	Hyun, Oh-suk
	Minister of Strategy and Finance
	

	
	Seo, Namsu
	Minister of Education
	

	
	Yoo, Jungbok
	Minister of Security and Public Administration
	

	
	Yoo, Jin Ryong
	Minister of Culture, Sports, and Tourism
	

	
	Yoon, Sang-jick
	Minister of Trade, Industry and Energy
	

	
	Bang, Ha-nam
	Minister of Employment and Labor
	

	
	Cho, Yoon-sun
	Minister of Gender Equality and Family
	

	
	Seo, Seoung-hwan
	Minister of Land, Infrastructure and Transport
	

	
	Choi, Mun-kee
	Minister of Science, ICT and Future Planning
	

	
	Kim, Dong Yeop
	Cabinet Minister
	

	
	Jae, Jungbu
	Legislation Minister
	

	
	Park, Seungchoon
	Minister of Patriots and Veterans
	

	
	Lee, Jung Jae
	Commissioner of the Korea Communications Commission
	

	Appointed members
	Kim, Wonkyung
	Professor, Department of Special Physical Education, 
Korea National Sport University
	Male

	
	Lee, Sang-chul
	President, Korean Society for Rehabilitation of Persons with Disabilities
	Male

	
	Kwon, Soon-ki
	Co-representative, Korean Differently Abled Women United
	Female

	
	Chang, Byeongho
	President, Korean Association for Special Education
	Male

	
	Byun, Yong-chan
	Head, Korea Disabled People’s Development Institute
	Male

	
	Kim, Yong-jick
	President, Autism Society of Korea
	Male

	
	Oh, Hye-kyung
	Professor, 
Department of Social Welfare, Catholic University
	Female

	
	Moon, Young-ok
	Member, Central Committee for Special Education
	Female

	
	Shin, Soonhee
	Vice-President, Korea Venture Business Women’s Association
	Female

	
	Byun, Seung-il
	President, Korea Association of the Deaf
	Male

	
	Lee, Sungkyu
	Chairperson, Korea Employment Agency for the Disabled
	Male

	
	Ryu, Jongchoon
	Vice-president, Korea Association of Persons with Physical Disabilities
	Male

	
	Lee, Sang-muk
	Professor, Department of Earth & Environmental Sicences, Seoul National University
	Male

	
	Cho, Seongjae
	Professor, Department of Vocational Rehabilitation,  
Daegu University 
	Male


� See Annex Reference 1.


� See article (in Korean) at: � HYPERLINK "http://www.cowalknews.co.kr/news/articleView.html?idxno=12673" �http://www.cowalknews.co.kr/news/articleView.html?idxno=12673�


� See article (in Korean) at:


� HYPERLINK "http://news.khan.co.kr/kh_news/khan_art_view.html?artid=201405122141375&code=940202" �http://news.khan.co.kr/kh_news/khan_art_view.html?artid=201405122141375&code=940202�


� See article (in Korean) at: � HYPERLINK "http://w3.sbs.co.kr/news/newsEndPage.do?news_id=N1002319462" �http://w3.sbs.co.kr/news/newsEndPage.do?news_id=N1002319462�


� WDPA, Article 15 (Relation with other Acts): “With respect to persons with disabilities governed by other Acts prescribed by a Presidential Decree, including the Mental Health Act and the Act on the Honorable Treatment and Support of Persons, etc. of Distinguished Services to the State, etc., among persons with disabilities under Article 2, the application of this Act may be restricted as prescribed by the Presidential Decree.”


� WDPA, Article 34(1): “2. Providing necessary services, including accommodation, counseling, medical   treatment, training, etc. in the welfare facilities for persons with disabilities installed by the State or a local government; 3. Providing necessary services including accommodation, counseling, medical treatment,  training, etc. in welfare facilities for persons with disabilities installed under Article 59 by entrusting such  services to the facilities.”


� See the situation of complaint processing as of December 2013 at : 


� HYPERLINK "http://www.humanrights.go.kr/03_sub/body03.jsp" �http://www.humanrights.go.kr/03_sub/body03.jsp�


� Seoul Central District Court, Case No. 2011 Ga Dan 472077, concluded on July 15, 2013.


� Constitutional Court, Case No. 2012 Hun Ma 913, concluded on May 29, 2014.


� Food Sanitation Act, Article 54 (Grounds for disqualification): “1. Any mental patient under subparagraph 1 of Article 3 of the Mental Health Act: Provided, That the same shall not apply to any person recognized to be suitable as a cook by a specialist.”


� See Annex Reference 2.


� See Annex Table 1.


� Such legislations include: Sexual Violence Prevention and Victims Protection Act and Enforcement Rules, Framework Act on Women’s Development, Equal Employment Opportunity and Work-Family Balance Assistance Act, etc.


� Ministry of Health and Welfare, 2011 Survey of Disabled Persons.


� See article (in Korean) at: � HYPERLINK "http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=39920" �http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=39920�


� See articles (in Korean) at: 


� HYPERLINK "http://www.ablenews.co.kr/News/NewsContent.aspx?CategoryCode=0034&NewsCode=003420130" �http://www.ablenews.co.kr/News/NewsContent.aspx?CategoryCode=0034&NewsCode=003420130�, 


� HYPERLINK "http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=39622" �http://www.welfarenews.net/news/articleView.html?idxno=39622�


� See article (in Korean) at: 


� HYPERLINK "http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=001&aid=0006931545" �http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=001&aid=0006931545�


� See article (in Korean) at: � HYPERLINK "http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/550414.html" �http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/550414.html�


� See article (in Korean) at: 


http://news.khan.co.kr/kh_news/khan_art_view.html?artid=201402022047025&code=940301


� See Annex Reference 3.


� Case No. 2009 FC 506 (Ottawa, Ontario). 22 May, 2009. 


� See Annex Table 2. 


� Ministry of Health and Welfare, press release on 9 December, 2011. 


� See article (in Korean) at: http://news.kbs.co.kr/news/NewsView.do?SEARCH_NEWS_CODE=2706868&ref=A


� See article (in Korean) at: http://www.segye.com/content/html/2013/05/21/20130521004758.html


� See article (in Korean) at: 


http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=003&aid=0004525419


� Referenced from a case handled by a District Court.


� See article (in Korean) at: http://www.pressian.com/news/article.html?no=117982


� See Annex Tables 3-4.


� See Annex Table 5.


� See Annex Table 6.


� See article (in Korean) at: http://15775364.or.kr/bbs/board.php?bo_table=B73&wr_id=201&page=2


� Guro Police Station, press release on 7 February, 2013. 


� See article (in Korean) at: http://www.cowalknews.co.kr/news/articleView.html?idxno=7260


� See article (in Korean) at: 


http://news.kukinews.com/article/view.asp?page=1&gCode=kmi&arcid=0007812243&cp=du


� See Annex Table 7.


� Ministry of Land, Infrastructure and Transport, 2013 Survey on the Mobility Convenience of the Transportation Vulnerable.” January, 2014.


� See Annex Reference 5.


� See article (in Korean) at: http://news1.kr/articles/?1000402


� See article (in Korean) at: 


http://www.yeongnam.com/mnews/newsview.do?mode=newsView&newskey=20131218.010070733560001


� See article (in Korean) at: http://www.ytn.co.kr/_ln/0115_201404102214290264


� See Annex Reference 6.


� See Annex Reference 7.


� Seoul Metropolitan City, 2011 Survey of Women with Disabilities.


� See article (in Korean) at:


 http://www.korea.kr/policy/actuallyView.do?newsId=148735809&call_from=naver_news


� See article (in Korean) at: http://www.hani.co.kr/arti/society/society_general/613696.html


� See Annex Table 8.


� See Annex Table 9.


� See Annex Table 10.


� See Annex Table 11.


� See Annex Reference 8.


� Ministry of Health and Welfare, 2011 Survey of Disabled Persons.


� See article (in Korean) at: 


http://www.ablenews.co.kr/News/NewsContent.aspx?CategoryCode=0014&NewsCode=001420140514093759747356


� National Human Rights Commission of Korea, 2012 Monitoring Report on the Anti-Discrimination against and Remedies for Persons with Disabilities Act. 


� Korea Association of the Deaf, see statement (in Korean) at:


 http://www.onnews.or.kr/detail.php?number=8187&thread=23r05


� National Human Rights Commission, 2011 Survey by Disability Type for Mid- and Long-tem Plans to Promote the Rights of Persons with Disabilities. 


� Employment Development Institute, 2013 Survey of Economic Activity of Disabled Persons.


� Ministry of Employment and Labor, Survey of Business Labor Force.


� Korea Employment Agency for the Disabled, Panel Survey of the Employment of the Disabled.


� See Annex Table 12.


� See Annex Table 13.


� This is in violation of Article 27(1-a), which prohibits discrimination on the basis of disability across all matters related to all forms of employment, including recruitment, conditions of employment, extension of employment, career development, and a safe and healthy work environment. 


� See Annex Table .


� Employment Development Institute, 2010 Survey of Economic Activity of Disabled Persons.


� There are studies that reveal telecommuting has many issues not only for women with disabilities, but also for women without disabilities. Other forms of difficulties and discrimination surface, such as “discrimination in wages,” “difficulties in collaborating due to difficulties in communication with co-workers,” “physically burdensome characteristic of the job,” etc. Eun Jung Kim, through her dissertation, “The Politics of the Body of Women with Disabilities,” stated that “the labor of women with disabilities becomes marginalized through certain forms of labor, such as telecommuting.” In addition, if one constantly stays within the home, one must be engaged in the emotional labor between family members and labor intensity can easily increase, as the distinction between work labor and care or household labor becomes less clear. 


� As a result, there is a lack of statistics related to the balance of work and family of women with disabilities, such as the rate of economic participation, rate of employment, and rate of usage of maternity leave. Within the 3rd Basic Plan for Gender Equality, the only parts related to the balance of work and family of women with disabilities were encouragement and promotion of providing childcare facilities within workplaces and a survey of the situation of discrimination. Furthermore, the balance of work and family of women with disabilities was not even mentioned in either the Fourth Basic Plan for Gender Equality and the Fourth Basic Plan of Policies for Disabled Persons. 


� Korea Statistical Information Service, Survey of Household Finance and Welfare: Household Income by Household Characteristic.


� National Statistical Office, Survey of Household Trends. 


� Korea Employment Agency for the Disabled, Panel Survey of the Employment of the Disabled.


� Ministry of Employment and Labor, Survey of Business Labor Force.


� Employment Development Institute, 2013 Survey of Economic Activity of Disabled Persons. 


� Korea Disabled People’s Development Institute, 2010 Survey of the Living Conditions of Persons with Severe Disabilities. 


� The average monthly income of households of women with disabilities was 1,827,000 won, less than half (46.8%) of that of all households, which was 3,898,000 won, and significantly less than that of households of men with disabilities, which was 2,091,000 won. In addition, the monthly earned income of women with disabilities was 135,000 won, which is approximately 13.8% of the legal minimum wage of 976,320 won (based on 40 hours of work per week) and one quarter of that of men with disabilities at 503,000 won. 69.7% of women with disabilities held an individual income of less than 500,000 won, which is less than the minimum cost of living for a single household, while the additional costs due to disability was roughly the same amount at 160,000 won as for men with disabilities. 


� The disability pension in the Republic of Korea is a social security system through which a certain amount of pensions is given to persons with severe disabilities, who earn less than the recognized income, after an evaluation of the income of the person concerned and his/her spouse. The basic allowance is 5% of the monthly income for the most recent 3 years, roughly around 99,100 won per month, and is provided for subscribers of the national pension plan. The additional allowance compensates for the additional costs due to disability. For beneficiaries of the basic livelihood security, the allowance is 80,000 won, for lower income families, it is 70,000 won, and for low income families, it is 20,000 won.


� Persons with disability grading levels of 3-6 receive 30,000 won per month, if one is a beneficiary of the basic livelihood security or in a lower income family, and 20,000 won per month, if one is a resident of a guaranteed facility. 


� A “duty bearer” is one, who is responsible to support a beneficiary and is of direct kinship, and his/her spouse. “Recognized income” is the sum of the estimated income of individual households and the income conversion. “Minimum cost of living” is the amount declared by the Minister of Health and Welfare, as the minimum cost of maintaining a healthy and cultural life. 


� See Annex Table 14.
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